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NTTグループのCSR憲章
NTTグループは、企業としての社会的責任（CSR）を自覚しつつ、社会の持

続的な発展に貢献していくことを経営の基本姿勢としています。この考え方
に基づき、グループ各社が積極的にCSR活動を推進していくよう、2006年6
月に「NTTグループCSR憲章」を制定しました。この「NTTグループCSR憲章」
は、グループのCSRのあり方を表現した「CSRメッセージ」と具体的な重点取
り組み項目を示した「CSRテーマ」の2つで構成されています。

2008年度からは、国内外の社会的課題に対してNTTグループがより一体
となって貢献していくために、グループ会社が共通して取り組むべき「NTTグ
ループCSR重点活動項目」を定め、自主的・主体的に活動を推進していきます。

関連サイト：NTTグループのCSR
 http://www.ntt.co.jp/csr/

2005年、当社は“NTTデータグループが10年後にめざすべき

姿”をグループで働く全ての社員が共有し、その実現をめざして

いくため、企業としての使命や存在価値を示す「企業理念」を

改めて見直すとともに、新たに「グループビジョン」を策定しまし

た。このグループビジョンは、NTTデータグループが2004年から

取り組んできた「意識改革」をもとに生まれたもので、「企業が

持続的に成長していくために必要なこととは何か」「社会が企業

に対して要請していること、重視していることは何か」などについ

て、経営陣や社員が議論を重ねて策定されました。このビジョン

の実現に向けて、NTTデータグループは、さまざまな「変革」を加

速し、「ITを使って社会的課題を解決し、豊かな社会の実現に貢

献する」という社会的使命・責任を果たしていきます。

人と社会と地球が
つながる安心・安全で
豊かな社会の実現

安心･安全な
コミュニケーション

チームNTTの
コミュニケーション

人と社会の
コミュニケーション

人と地球の
コミュニケーション

「グローバル・パートナーシップ」宣言
地域や国境を越えて、さまざまなシステムやサービスをつなぎ、

お客様とともに新たな価値を創造します。

「生活者起点」宣言
常にシステムやサービスを使う人の発想から、

新しいコンセプトを生み出しお客様に最適な提案を行っていきます。

「ワークスタイル・イノベーション」宣言
IT業界のリーダーとして、生産性とワークスタイルを革新し、

働く人の、より豊かな自己実現を支援します。

NTTデータグループは、
情報技術で、新しい「しくみ」や「価値」を創造し、

より豊かで調和のとれた社会の実現に貢献する。

企業理念

グループビジョン
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「CSR報告書2009」の編集にあたって
NTTデータは、2000年から「環境レポート」の発行を開始し、

2004年からは社会的側面の報告を拡充して「社会・環境レポー
ト」としました。また、2006年からは「CSR報告書」へと名称を改
め、以来、ステークホルダーの皆様にさまざまなCSR活動につい
て報告してきました。

本2009年は、2008年に発行したCSR報告書に対する社員およ
び社外の方々からの意見を踏まえ、報告内容のいっそうの充実に
努めるとともに、「本業を通じて社会の課題・要請に応える」という
NTTデータグループの使命と責任をわかりやすくお伝えするため
に、「環境」「社会」「人」という3つのテーマで取り組み事例をまと
め、「特集」として紹介しています。

また、2008年度の取り組みの全体像や進捗をお伝えするた
めに、昨年に引き続き「2008年度の主な取り組みと今後の計画」

（→P18）を掲載しています。
なお、2009年11月に公開予定のWebサイトでは、本誌の情報

および誌面スペースの都合で掲載できなかった活動事例や詳細
な環境データなどの情報を掲載する予定です。

報告対象組織
NTTデータの活動報告を中心に、一部の項目ではNTTデータグ
ループ全体やグループ各社の活動についても取り上げています。

報告対象分野
NTTデータおよびグループ会社の経済活動・社会活動・環境保護
活動の3分野について、その取り組みや結果を報告しています。

報告対象期間
2008年度（2008年4月1日～2009年3月31日）の取り組みを中心
に、一部過去の経緯や2009年度の活動、将来の活動予定につい
ても記載しています。

参考にしたガイドライン
● 環境省「環境報告ガイドライン2007年版」
● GRI（Global Reporting Initiative）「サステナビリティ・レポーティ
ング・ガイドライン第3版（G3）」

発行日
前回の発行 2008年10月
今回の発行 2009年10月
次回の発行予定 2010年 9月

免責事項
本報告書には「NTTデータとそのグループ会社」の過去と現在の事実だけでなく、記述時点で入手できた情報に基づく判断・予定・予想が含まれています。そのため、将来の事業活
動の結果や事象が予測とは異なったものとなる可能性があることをご承知おきください。

編集方針

目 次

経営者からのメッセージ                                                           4
NTTデータグループの概要                                                       6
NTTデータグループのCSR                                                        10

特集　
「環境」「社会」「人」をテーマに、

“魅力的な責任”を果たす

Theme1：環境                                              
社会全体の
環境負荷低減に貢献する

「グリーンITソリューション」を。

12

Theme2：社会                                              
地域社会における
医療ネットワークに
新たな可能性を。

14

Theme3：人                                                   
次代のITを担う人材を
生み出すことができる
社会へ。

16

2008年度の主な取り組みと今後の計画                       18

ステークホルダーの皆様とNTTデータ
■お客様とともに                                                                     20
■株主・投資家とともに                                                          23
■お取引先とともに                                                                 24
■社員・家族とともに                                                               26
■さまざまな人 と々ともに                                                      30

地球環境とNTTデータ
■環境マネジメント                                                                 32
■事業活動にともなう環境影響                                            35
■目標と実績                                                                             36
■環境負荷低減のためのITソリューション                          38
■環境コミュニケーション                                                      40

CSRを果たしていくための基盤
■コーポレート・ガバナンス                                                   41
■コンプライアンス                                                                  42
■リスクマネジメント                                                              43
■情報セキュリティ                                                                  44

第三者意見                                                                                46
第三者意見を受けて／第三者評価                                      47

Webで詳しく見る
Webサイトのみに掲載している項目については、各ページに右記マークとともに、掲載しています。
CSR Webサイト　http://www.nttdata.co.jp/corporate/csr/report/ （2009年11月公開予定）
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公共性のDNAを受け継ぎながら「変革」を加速
NTTデータは、2008年度に創立20周年を迎えました。当社

は、この節目を“1967年の日本電信電話公社内におけるデー

タ通信本部の発足”、“1988年のNTTデータとしての分社”に

継ぐ“第三の創業”と位置づけ、従来の「システムインテグレー

タ」を超える、お客様の「変革パートナー」となるための新たな

スタートを切りました。新ブランドメッセージ「変える力を、と

もに生み出す。NTT DATA グループ」は、この第三の創業に込

めた思いを表しています。

一方、当社は1967年の発足当初から、「ITを使って社会的課

題を解決し、豊かな社会の実現に貢献する」という使命と責任

を担っており、多様なステークホルダーに配慮しながら社会

に役立つシステム・サービスを追求してきました。この“公共

性”は、今日のNTTデータの骨格を形づくる、いわばDNAという

ことができます。この良きDNAを大切に受け継ぎながら、「環

境」「社会」「人」の側面も意識したさまざまな変革を通じて、よ

り豊かで調和のとれた社会の実現に貢献していきたいと考え

ています。

「環境志向経営」を掲げて、
お客様・社会のグリーン化を推進

気候変動問題は、CO2排出量の削減など、産業や国の枠組

みを超えて総力で取り組まなければならない喫緊の課題で

す。この課題を解決していくうえで、“企業や社会のさまざまな

活動を効率化し、最適化するIT”が果たす役割は、ますます大

きくなると考えています。その反面、ITが普及するにつれてそ

の消費電力も年々増加傾向にあります。

そこで、2009年度からスタートした中期経営※では、重点

施策の一つに「環境志向経営の推進」を掲げ、複数の観点か

ら環境への取り組みを強化することとしました。具体的には、

「NTTデータグループのグリーン化」として、当社のデータセ

ンタのグリーン化や業務プロセスの効率化など、事業活動

におけるCO2排出量の削減を強力に推進していきます。また、

「お客様・社会のグリーン化」として、IT導入による環境負荷低

さまざまなステークホルダーの視点を取り入れた
ことわりのある利益──“理益”を生み出し、
より豊かな、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

経営者からのメッセージ
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減やその効果の見える化を進めていくほか、「グリーンデータ

センタ」サービスなど、お客様の業務の変革をサポートする環

境ITソリューションを提供していくことで、お客様とともに低炭

素社会の実現をめざしていきます。

さらに、人の移動にともなうエネルギー消費を抑制する「テ

レワーク」が多様な人々の就労機会を創出するように、ITを活

用した環境問題へのアプローチは、新たな社会変革ももたら

します。NTTデータは、こうしたITの可能性を率先して社会に

広げていきたいと考えています。

ことわりのある利益――“理益”を追求し、
事業を通じて社会課題の解決に貢献

2008年度は、世界同時不況が多くの企業の業績に影響を

与えました。グローバル化が進んだ現在、一つの業界、企業の

行動が世界の多くの人々に大きな影響をもたらしうることを

実感しています。

このようななかで、NTTデータが持続的に成長し、また持続

可能な社会に貢献していくためには、利益のあげ方に「質」を

ともなうことが重要だと考えています。それは、経営の透明性

向上、適正な取引の徹底といった「当たり前の責任」を果たすこ

とを基本に、環境志向経営の実践や、少子高齢化、医療福祉、

災害や危機管理、地域活性化などのさまざまな社会課題に対

応した未来のあるべき姿をつくる社会システムを追求し、社

会の変革をリードしていくということです。このようにして収益

性とCSRをバランスさせた質の高い事業を推進し、単なる「利

益」追求ではなく、理（ことわり）のある利益――“理益”を追求

していくことをよりいっそう意識していく考えです。

事業運営を支える人材の多様性の尊重、
次世代人材の育成に貢献

“理益”を実現するのは、NTTデータグループで働く一人ひと

りの社員であり、多様な人材が活き活きと働ける場の整備は、

経営者として果たすべき最も重要な責任です。その考えから、

NTTデータはダイバーシティやワークスタイル変革を推進し

ています。

2008年4月には「ダイバーシティ推進室」を新設し、ワーク・

ライフ・バランスを支える各種制度の整備や、積極的に研修を

実施するなどして社員の意識変革を進めています。こうした

取り組みをご評価いただき、2009年5月には「ベストマザー賞

2009」（→P27）の企業部門賞に選出されました。一方で、労働

時間の短縮などの面ではまだ課題もあり、今後も引き続き社

員満足度を高める施策を強化していかなければなりません。

また、業界のリーディングカンパニーとして、日本の課題と

されているIT人材の育成に貢献していくことも重要視してい

ます。NTTデータは現在、幅広い年代層を対象に、各層にあっ

た次世代育成の活動を推進していますが、IT社会の健全な発

展のために今後も継続的に取り組みを推進してまいります。

世界のお客様・地域社会に貢献できる
企業をめざして

2009年1月、NTTデータはコーポレート・ガバナンスや環境、

社会活動などの観点で評価される「Global 100 最も持続可能

な世界の100社」に選出されました（→P47）。20周年の節目に、

こうした名誉ある評価をいただき非常にうれしく思います。

NTTデータグループの2009年3月末時点の活動拠点は、世

界22カ国、100都市以上にまで拡大しています。グローバルに

事業を展開する企業として、その責任や影響の大きさを自覚

して、環境・社会、そして事業を支える人々への配慮の視点を

もちながら事業を推進していくことが、世界から信頼される会

社につながると考えます。

今後もさまざまな変革を通じて経営の質の向上、質をとも

なう量の拡大に努め、より豊かな、持続可能な社会の実現に

貢献してまいります。

※ 経営環境の急激な変化を受け、2007年度に開始した「中期経営（平成19～21年

度）」を見直し、向こう4年間を展望した新たな中期経営を開始しました。

代表取締役社長
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税務、雇用・労働、貿易、交通など、社会を支える情報システ
ムの開発・運用のほか、安全・便利で豊かな地域社会の実
現のためのシステムやサービスを提供。国家規模から地域
密着型のシステム、さらには官民連携を支援するITサービ
スまで、生活者重視の社会基盤構築に貢献しています。

ユビキタス･ネットワーク社会の実現をめざした

「u-Japan構想」のもと、国や自治体では、国税や地方税

の電子申告を推進しています。

NTTデータでは、電子申告対応の税務申告ソフトウェ

アとして、2002年より「達人」シリーズを販売しており、

2006年からはオンライン税務サービス機能を追加。さら

に、2008年には、個人納税者向けに確定申告用「電子申

告の達人」の販売を開始しました。これらの製品は国税

や地方税の電子申告システムに対応しており、会計事務

所や企業、個人の税務申告業務の効率化に加えて、電子

申告の普及にも貢献しています。

NTTデータは今後も、IT社会を支える仕組みとして、

国・自治体・企業・金融機関、そして個人を結ぶ税情報プ

ラットフォームの構築を提案していきます。
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我が国のIT産業のリーディングカンパニーとして
人々の暮らしや社会を支える情報システムを提供しています。

NTTデータグループは、1988年に日本電信電話（株）から

分社して以来、我が国のIT産業の“先導的役割”を果たす企

業として、社会の要請・課題に応える事業活動を展開してき

ました。

中央省庁や地方自治体など公共分野のシステムから、金

融、製造、流通、通信、医療・ヘルスケアなどの法人向けシステ

ム、さらには業界横断的な社会インフラサービスまで、人々の

暮らしや社会を支え、そして変えていく、さまざまな情報シス

テムやサービスを提供しています。

会社概要

会社名 株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
（NTT DATA CORPORATION）

本社所在地 〒135-6033 東京都江東区豊洲3-3-3
豊洲センタービル

設立年月日 1988（昭和63）年5月23日

代表者 代表取締役社長　山下 徹

資本金 1,425億2,000万円（2009年3月31日現在）

事業年度 4月1日から翌3月31日まで

従業員数 9,230名（単独）　31,739名（連結）
（2009年3月31日現在）

連結子会社および
関連会社

連結子会社：144社
関連会社　：22社

（2009年3月31日現在）

公共分野で

主なシステム・サービス
●	 社会保険オンラインシステム
●	「MOTAS」（自動車登録検査業務電子情報処理システム）
●	「NACCS」（輸出入・港湾関連情報処理システム）
●	「eLTAX」（地方税ポータルシステム）　● 減災コミュニケーションシステム
●	「FairCast ―子ども安全連絡網」　など

多様なユーザーに向けて、税務申告用
パッケージソフトウェア「達人」を提供

NTTデータグループの概要
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政府系金融機関、証券、生・損保、銀行、信用金庫・信用組
合、労働金庫、JAバンクなどの幅広い金融機関へ、個別利
用型や共同利用型など、規模や目的に応じたシステムを提
供。さらに、多様なアウトソーシングサービスにより、金融機
関の業務効率化やサービスの質的向上を支援しています。

世界的な金融危機や金融業界の再編を背景に、地方

銀行の生存競争が厳しさを増すなか、各々の銀行で共

通する基幹業務のシステム運用をまとめて外部委託し、

共同利用する「共同センター」が注目を集めています。

NTTデータでは、多くの地方銀行で勘定系システムを

構築してきた経験を活かし、各種の先進機能を提供する

標準バンキングアプリケーション「BeSTA」を開発。これ

を適用した「地銀共同センター」は、2009年7月現在、地

方銀行向け共同センターとして国内最多の9行にサービ

スを提供しています。また、2011年5月に稼動予定の基

幹系共同センター「STELLA CUBE」でも「BeSTA」を適用し

ており、「BeSTA」の採用を決定している地方銀行は合計

24行に拡大しています。

今後もNTTデータは、地域に根ざす地方銀行のIT戦略

を支援し、地方経済の活性化に貢献します。

日常的な健康増進・疾病予防を支える健康管理システムや
医療情報の共有化による医療業務の効率化・高度化を図る
地域医療連携ネットワーク、さらには急病・災害発生時の救
急搬送システムなど、さまざまな観点から暮らしの“安全・
安心”を支えるシステムやサービスを提供しています。

医療機関や薬局は、医療保険負担分の報酬について、

診療報酬明細書（レセプト）をもとに審査支払機関に請求

しています。現在、2011年度に向けて、レセプト請求の完

全オンライン化が進められており、厚生労働省は医療機

関や薬局に対して高いセキュリティレベルをもったネット

ワーク環境を整備するようガイドラインを定めています。

こうしたなか、NTTデータは2008年9月から、VPN※技

術を活用して、ガイドラインに則したセキュリティ条件を

簡単・廉価に実現できるレセプトオンライン接続サービ

ス「@OnDemand」の提供を開始。このサービスを活用す

ることで、医療機関や薬局は既存のインターネット環境

に専用ルータを設置するだけでセキュリティの高いネッ

トワークを構築できます。
※ VPN（Virtual Private Network）：仮想的な専用回線。

A銀行

B銀行

C銀行

D銀行

地銀共同センター

基幹系システム
●勘定系
●外為系
●外接系 など委託 委託

委託 委託

インターネット
医療機関

審査支払機関

NTTデータ
接続センタ

IPsec＋IKE通信
オンデマンドな

接続
ルータ

インター
ネット医療機関

審査支払
機関

NTTデータ
接続センタ

IPsec＋IKE通信
オンデマンドな

接続

インターネット
サイト

ルータ

オンライン請求用PC オンライン請求用PC

金融分野で

主なシステム・サービス
●	 信金共同センター
●	 外為業務ASP
●	 取引所情報系システム
●	 保険会社共同ゲートウェイ
●	「Zaimon（ザイモン）」（財務情報流通ゲートウェイサービス）　など

地方銀行の業務効率化とIT戦略を支援する
国内最大規模の地銀共同センターを構築・運営

医療・ヘルスケア分野で

●	レセプト電算処理システム
●	「Health Data Bank」（生涯健康管理データベースサービス）
●	「クリエイティブヘルス三健人」（生活習慣改善支援サービス）
●	 特定健診関連システム　● 地域医療連携ネットワークシステム
●	 広域災害・救急医療情報システム　など

高いセキュリティレベルを実現する
レセプトオンライン接続サービスを提供

主なシステム・サービス

NTT DATA CSR Report 2009 �



メールサービスやWebアクセスサービス、決済サービスな
ど、多機能化・高機能化を続ける携帯電話。その安定した稼
動を支えるシステム基盤を構築・運用し、ユーザーの利便
性向上に貢献しています。また、先進技術を駆使して、NGN

（次世代ネットワーク）の発展に貢献しています。

今や私たちの生活に不可欠な存在となっている携帯

電話。なかでも契約台数トップを誇るNTTドコモの「iモー

ド」サービスの利用者は約4,900万人に達しています。こ

うした多くの利用者のメールやWebコンテンツのやりと

り、「iコンシェル※」など多彩なサービスの提供を、24時

間365日止まることなく支え続けるシステムが、2003年に

サービスを開始した「iモードゲートウェイシステム」です。

NTTデータは、このシステムの構築を担い、Webサイト

閲覧毎秒5万アクセス、メール送受信毎秒2万5千件もの

処理性能を実現し、さらにシステム拡張の際にもサービ

スを止めない仕組みを構築しました。

NTTデータは世界最大級のシステムの構築・運用を通

して「iモード」利用者の安心や利便性を支えています。
※ iコンシェル：携帯が“執事”のように利用者にあわせた情報を提供するサー

ビスで、2008年11月から提供を開始。

金融機関同士や小売会社、クレジット会社、行政などの決
済・収納窓口を結び、日本の金融・経済を支える大規模ネッ
トワークシステムを開発・運用しています。また、電子マ
ネーセンターやクレジットカードの認証システムの構築な
どにより、キャッシュレス社会の発展に貢献しています。

近年、税金や公共料金などの支払いは、金融機関の

営業店窓口やコンビニの店頭だけでなく、ATMやパソコ

ン・携帯電話でも可能になっています。

こうした「いつでも、どこでも、簡単に」支払いが可能な

環境を実現しているのが、マルチペイメントネットワーク

「Pay-easy（ペイジー）」です。

NTTデータは、全国の金融機関が参加する「日本マ

ルチペイメントネットワーク運営機構」の委託を受けて、

「ペイジー」の開発・運用を行っています。

「ペイジー」の仕組みは消費者の利便性を高めるだけ

でなく、民間企業や官庁・地方自治体など料金・税金の収

納先と、金融機関の収納窓口の飛躍的な業務効率向上を

もたらしています。2008年度には総取扱額が4兆円を超え、

もはや社会に欠かせない重要インフラとなっています。

24時間365日安定稼動

メールサービスWebアクセスサービス

毎秒
5万アクセス

送受信毎秒
2万5千件

iモード
ゲートウェイシステム

利用者
口座

収納機関
口座

マルチペイメント
ネットワーク

① 納付書・請求書の送付

④支払
 依頼

⑥消込情報の通知

② 納付情報の照会

③ 納付情報の通知

⑤引落

利用者

携帯で

企業

官庁・
自治体

PCで

ATMで

収納機関金融機関

携帯電話で

PCで

ATMで

通信分野で

主なシステム・サービス
●	 NTTドコモ クレジットサービス「DCMX」を支える基盤システム
●	 ビリングシステム（請求明細データの提供や請求をするシステム）
●	 顧客管理システム
●	 NGNオペレーションシステム　など

NTTドコモ「iモード」サービスの安定稼動を支える
「iモードゲートウェイシステム」を構築

決済分野で

主なシステム・サービス
●	 全国銀行データ通信システム（全国の金融機関相互の内国為替業務のオンラ

イン処理システム）
●	「ANSER」（入出金連絡や振込依頼照会などの自動照会通知サービス）
●	「CAFIS」（クレジットカード決済の統合ネットワークシステム）
●	 統合ATMスイッチングサービス　など

簡単・便利な支払い環境を実現する
マルチペイメントネットワークを開発･運用

「iモード」「iコンシェル」「DCMX」は、株式会社NTTドコモの商標または登録商標です。

NTTデータグループの概要
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地球環境保全への取り組みが社会全体の重要課題となる
なか、お客様の環境経営、環境保護活動を支援する技術・
サービスの開発や、ITの有効活用による社会全体の環境負
荷低減に寄与する情報発信・提案などを通じて、お客様と
社会全体の環境負荷低減に貢献しています。

環境問題に関わる取り組みや法整備が世界各地で進

展するなか、企業では、国内外の環境情報をリアルタイ

ムに収集・選択し、自らの活動に反映していくことが重要

になっています。

そこでNTTデータは、2000年から、会員制の環境情報

総合サイト「エコロジーエクスプレス」サービスを提供し

ています。このサイトは、グローバルな情報ソースから得

た情報を、環境・エネルギー・環境法規制をテーマに選

別し、スピーディーに提供するもので、環境ビジネスチャ

ンスの発掘や、環境経営の推進、法規制把握による環境

リスクの低減などを支援します。2009年3月末現在、会員

数は国内外420社、1,293名に達しており、環境情報サイ

トとしては国内最大規模を誇っています。

2008年9月にはサイトを刷新し、グローバルな情報

ソースをさらに充実させるとともに、検索機能や個別配

信メールの機能追加によりユーザーの利便性向上を図

りました。

生産・販売・物流など一連の業務プロセスの合理化・効率
化や、顧客ニーズの分析、決済システムの最適化など、さま
ざまなニーズに対して、コンサルティングからシステム開
発、ITサービスの提供まで、多彩なサポートを通じてお客様
の事業の発展に貢献しています。

2007年9月にリニューアルオープンした日本最大級の

売上規模を誇るECサイト「ユニクロオンラインストア」。

NTTデータは、このECサイトの中核的なシステム開発を

担当し、販促キャンペーン時などに集中するアクセス負

荷への対応や、豊富な品揃えからほしい商品が簡単に絞

り込めるユーザビリティ、リアル店舗に遜色のない多彩

なキャンペーンが実現できる仕組みづくりなど、「オンラ

インストアとしての利便性」と「システムの信頼性」を両

立させています。また、オンラインストアのインフラは、

外部の物流システムとの連携を可能にするなど、グロー

バル展開にも対応しています。

「ユニクロオンラインストア」は、いつでもどこでも、お

客様がほしいと思う商品を提供し、楽しく買い物ができ

るような、新しい小売スタイルの実現に向け、常に進化

を続けています。NTTデータは、ITを駆使してこうした新

しいビジネスの創造に貢献しています。

ユニクロ
基幹
システム

お客様 メルマガ

倉庫
商品配達

ユニクロ
オンラインストア

コール
センタ

注文

注文

携帯電話で

PCで

携帯電話で

固定電話で

環境分野で

主なシステム・サービス
● 「グリーンデータセンタ」サービス
● 温室効果ガス排出量取引支援システム
● 環境経営コンサルティング
● 環境負荷低減ソリューション
● 環境モニタリングシステム　など

企業の環境情報の収集を支援する
環境情報の総合サイト「エコロジーエクスプレス」

製造・流通・サービス分野で

主なシステム・サービス
● グローバルSCMシステム
●  ECサイトソリューション　●  CVS店舗システム
● ICカード・モバイル決済ソリューション（電子マネー・ポイント管理）
● 医薬品業界データ交換システム「JD-NET」
● 家電業界向けEDI　など

新しい小売スタイルを追求する
日本最大級のオンラインストアを構築

エコロジーエクスプレス
https://www.ecologyexpress.jp/
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お客様

委託先

社員・
協働者

株主

競争会社

政治行政社会

環境

NTTデータグループは、情報技術で、新しい「しくみ」や「価値」を創造し、
より豊かで調和のとれた社会の実現に貢献する。

企業理念

グループビジョン

NTTデータ
グループのCSR

日常的な意思決定や行動の判断基準、
行動原則などを定めています。

①信頼性のある
システム・サービスの提供

②新しい価値を生み出す
未来のしくみづくり

③お客様とIT業界の
相互の発展

行動ガイドライン

NTTデータグループ倫理綱領
NTTデータグループで働く全ての社員が遵
守すべき行動原則を定めているほか、お
客様、株主、競争会社、委託先、政治行政、
社会、協働者、社員といったステークホル
ダーごとに「企業倫理に関する基本姿勢」
と「具体的な行動指針」を定めています。

グループの力を最大限に発揮して
持続可能な社会の実現に貢献していきます。

①信頼性のあるシステム・サービスの提供
日本の経済・社会を支える社会インフラや
人々の生活に役立つシステムを提供している
企業として、信頼性のあるシステム・サービス
を安定的に確実に提供していきます。

②新しい価値を生み出す未来のしくみづくり
ITを活かして、未来のしくみを創り上げ、お客
様や社会にとっての新しい価値を生み出し、
より豊かで調和のとれた社会、安心で安全な
社会の実現に貢献していきます。

③お客様とIT業界の相互の発展
リーディングカンパニーとして（業界の責任あ
る担い手として）、IT投資の効果の考え方、IT
人材の育成、開発力の底上げなど、社会的な
課題に先駆的に取り組み、お客様をはじめさ
まざまなステークホルダーと協働しながら、お
客様、業界の変革・発展に貢献していきます。

NTTデータグループは、健全で透明な経営を実践しながら、

新しい「しくみ」や「価値」の創造によってお客様や社会の発展

に寄与し、豊かで調和のとれた安全・安心な社会の実現に貢献

CSRに対する考え方
するとともに、自らも成長していくことが、企業として果たすべき

使命・責任であると考え、その実践に向けた「NTTデータグルー

プ倫理綱領」や「行動ガイドライン」を定めています。

NTTデータグループのCSR

NTTデータグループのCSR
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CSRに関する理解浸透と活動の改善を図るため、
グループの役員・社員にアンケートを実施

NTTデータは、CSR経営を推進していくために、2006年度

から毎年、グループの役員・社員を対象とした「CSR報告書

アンケート」を実施して、CSRに関する理解浸透を図るとと

もに、CSR報告書や関連する取り組みに対する声を収集し、

PDCAサイクルを通じた活動の改善に努めています。

2008年度は、2009年1〜2月にアンケートを実施しました

（回答者数23,679人、実施率92％）。その結果、コンプライア

ンスやリスクマネジメントなど、従来から取り組んできた「当

たり前の責任」に関する回答に加えて、環境問題に対するIT

活用など本業を通じた社会課題の解決を重視すべきという、

「魅力的な責任」に関する回答が増加しました。

CSR経営の推進に向けて

「環境志向経営」などを推進し、
本業を通じて社会の課題や要請に応える

NTTデータは、こうした社員の声や、日常的なステークホル

ダーの皆様との対話をもとに、CSR活動を推進していきたいと

考えています。2009年度からスタートした4年間の中期経営で

は、重点施策の一つに「環境志向経営の推進」を掲げました。こ

のようにNTTデータは、グローバル企業にふさわしい利益の確

保と、環境や社会に貢献する“理益”の追求が重要との認識の

もと、財務面だけでなく社会面や環境面のバランスをとりなが

らサステナブルな経営を推進していく考えです。

こうした経営を推進し、環境保護や人材育成、社会への貢献

など、さまざまな観点で本業を通じて社会の課題や要請に応

えていけるよう、CSR活動推進の拠り所となる方針や重点項目

を明確化し、社員への浸透を図っていきます。

NTTデータグループ倫理綱領

原則　信頼される企業グループを目指します
●	情報システムやサービスの開発・提供等を通じて豊かな社会

生活を実現する。
●	法令・契約を遵守するとともに、社会的良識に基づき行動する。
●	企業の社会的責任を自覚し、公正透明な事業活動を行う。

お客様に対して　品質の高いサービスを提供します
●	創造性のある情報システムやサービスの開発・提供等に努

める。
●	お客様の情報について、契約・個人情報保護法等に基づく管理

を徹底する。

株主に対して　透明な経営を行います
●	健全な経営を行い、株主の利益向上に努める。
●	経営情報を適時適正に提供する。

競争会社に対して　公正かつ自由な競争を行います
●	信用毀損、不当廉売・談合等の市場競争を阻害する行為を行

わない。

委託先に対して　対等な立場で取引を行います
●	優越的地位を利用することなく、誠実な対応を行う。

政治行政に対して　健全な関係を維持します
●	依存することなく、節度ある行動をとる。

社会に対して　よき企業市民としての責務を果たします
●	ボランティア活動、地域交流などの社会貢献活動に積極的に

取り組む。
●	海外において、文化・価値観を尊重するとともに現地の発展

に貢献する。
●	反社会勢力には毅然とした態度で臨む。

環境に対して　環境に配意した事業活動を推進します
●	環境に配意したシステム作りを推進する。
●	事業活動によって生じる環境負荷の軽減、自然環境保護に取

り組む。
●	環境関連法令等を遵守する。

社員・協働者に対して　一人ひとりの人格・個性を尊重します
●	自由で創造性を発揮できる職場を実現する。
●	人権を尊重し、性別、国籍、信条、宗教等による差別を行わない。
●	ハラスメントを行わない。
●	就業管理を適切に行い、過重労働・不払い残業の発生を抑止

する。

社員として
●	情報セキュリティを確保するとともに、プライバシー侵害、不

正アクセス等を行わない。
●	会社の諸規程を遵守し、会社と利益が相反する行為を行わない。
●	インサイダー取引を行わない。
●	社会的常識の範囲を超える接待贈答を行わない。

NTTデータグループは、

行動ガイドライン

1.	社会の発展とお客様の成功を第一に考えます
2.	グローバルな視点に立って物事を捉え、行動します
3.	お客様にご満足いただける品質を追求します
4.	外に出て、社会を見て、人と話し、発想していきます
5.	常に技術革新を念頭に置き、徹底的に生産性を向上します

 6.	 自らの創意工夫により仕事を楽しくし、価値を生み出します
 7.	 常に謙虚であり、感謝の気持ちを忘れません
 8.	 リスクに挑戦し、迅速に行動します
 9.	 困難から逃げず、責任を持ってやり抜きます
10.	セクショナリズムを排し、仲間の知恵と力を合わせます

NTT DATA CSR Report 2009 11



さまざまな産業のお客様

業務を効率化する
ITシステムの提供

環境活動を支援する
ITシステムの提供

データセンタの
省エネ化

グリーンITソリューション

ITによるグリーン化

ITのグリーン化
IT機器・システムの
環境負荷を減らす
取り組み

IT機器・システムを
使って環境負荷を
減らす取り組み

社会全体の
環境負荷低減

モノの移動
削減

モノの電子化
（ペーパーレス

など）

機器の
省エネ

人の稼動
削減

人の移動
削減

物流業 小売業

製造業

情報
通信業

自治体

金融業

NTTデータは、全国に18のデータセンタを有する日本最大

級のデータセンタ事業者であり、データセンタの省エネ化を重

要な社会的責務と認識しています。

この責務を果たすために、NTTデータは現在、太陽光発電シ

ステムの導入をはじめ、高電圧直流給電システムや仮想化技

術など先端技術を採用して電力消費の削減に向けて取り組ん

でいます。例えば、都内にあるデータセンタでは、マシンルー

ム1,200m2における空調効率改善などで、従来比で年間約

2,000t-CO2（東京ドーム21個分）のCO2排出量削減をめざして

います。こうした「グリーンデータセンタ」への転換を進めるこ

とで、自らの環境負荷低減に加え、データセンタをご利用いた

だくお客様の環境負荷低減にも貢献しています。（→P38）

最先端の技術によってCO2排出量削減をめざす
「グリーンデータセンタ」

NTTデータは、情報社会の基盤となるITシステムを数多く構

築してきた経験を活かして、商取引や電子決済のオンラインシ

ステム、電子帳票システムなど、日常業務における人の移動や

紙資源の使用を削減するシステムを数多く提供しています。ま

た、渋滞緩和によるCO2削減に貢献する道路交通情報システ

ムなど、社会インフラの分野でも環境負荷低減に貢献していま

す。さらに、こうしたIT化による環境負荷の低減効果を測定し、

定量的に評価する取り組み（→P34）も推進しています。

ITの利活用による環境負荷低減と、
低減効果の定量化を推進

NTTデータは、エネルギー使用量や水質をモニタリングするシステムや、環

境問題への取り組みにITを活用した改善策を提案する環境コンサルティング

サービスなど、環境負荷低減や環境保護を目的とした各種ソリューションサー

ビスを提供しています。また、行政機関が進める温室効果ガス排出量取引を支

援するシステム（→P38）を構築・運用するなど、低炭素社会の実現に向けた新

たな仕組みづくりに貢献しています。

ITシステムにより、
国・企業が進める環境保護活動を支援

社会全体の環境負荷低減に貢献する
「グリーンITソリューション」を。
温室効果ガス排出量の削減に向けてIT機器の電力消費量削減が求められる一方で、
ITを有効活用することで社会全体の環境負荷を低減していく効果も期待されています。
NTTデータは、「ITのグリーン化」と「ITによるグリーン化」の2つの方向から、
持続可能な社会の実現に寄与する「グリーンITソリューション」を提供。
「お客様・社会のグリーン化」を推進しています。

特集

「環境」「社会」「人」をテーマに、“魅力的な責任”を果たす

Theme ❶ 環境
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さまざまな産業のお客様

業務を効率化する
ITシステムの提供

環境活動を支援する
ITシステムの提供

データセンタの
省エネ化

グリーンITソリューション

ITによるグリーン化

ITのグリーン化
IT機器・システムの
環境負荷を減らす
取り組み

IT機器・システムを
使って環境負荷を
減らす取り組み

社会全体の
環境負荷低減

モノの移動
削減

モノの電子化
（ペーパーレス

など）

機器の
省エネ

人の稼動
削減

人の移動
削減

物流業 小売業

製造業

情報
通信業

自治体

金融業

「ITのグリーン化」
～IT機器・システムの電力消費量削減に向けて
我が国の電力消費量は、京都議定書の基準年である1990年に比べ

て増加しています。なかでもIT機器・システムの電力消費量は、情報化

社会の進展にともなって大幅な増加を続けており、2025年には2006

年の5倍に達し、全電力消費量の約2割を占めると予測されています。

こうした状況のなかで、IT機器・システムの環境負荷を低減するため

の「ITのグリーン化」が急務となっています。NTTデータは、IT機器やシス

テム、ITネットワークの省電力化に取り組むとともに、データセンタ事業

者の社会的責務として、データセンタの省エネ化に注力しています。

「ITによるグリーン化」
～ITの利活用による環境負荷の低減に向けて
「ITのグリーン化」を進める一方で、ITを活用することで、業務の効率化

とともに、ワークスタイルやライフスタイルを環境にやさしいものに変

えていこうとする「ITによるグリーン化」が注目されています。業務のシ

ステム化による省力化やペーパーレス化だけでなく、人の移動の削減、

ワークスタイルの変革にもつながるテレビ会議やテレワークなど、ITが

環境負荷低減に果たす役割は小さくありません。また、各種の環境デー

タのモニタリングや環境法規制の情報収集など、企業や政府が推進す

る環境活動をより効果的・効率的なものにするうえでも、ITの活用が欠

かせません。

NTTデータは、培ってきた技術やノウハウを駆使して、こうした環境負

荷低減に寄与するITシステムや、企業や国が進める環境保護活動を支

援するソリューションの提供に取り組んでいます。

「グリーンITソリューション」
～社会全体の環境負荷低減に向けて
NTTデータが掲げる「グリーンIT」とは、低炭素社会の実現に向けて、

自社グループやお客様、社会における環境負荷を低減するための情報

技術（IT）のことです。NTTデータは、この「グリーンIT」を社会に広めていく

「グリーンITソリューション」を、データセンタなどハードウェアで展開す

る「ITのグリーン化」と、システム・サービスの付加価値という観点からお

客様に提案する「ITによるグリーン化」の2つの視点で提供。ITを持続可

能な社会の構築に役立てていきます。

2006

5.2倍

2010
出典：経済産業省／グリーンIT推進協議会試算（2008）を一部改案

2015 2020 2025

ディスプレイ

PC

ストレージ

サーバ

ネットワーク機器

（年度）

1.3倍

2.1倍

3.5倍

1,000

2,000

0

（単位：億kWh）IT機器・システムの電力消費量（日本）
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糖尿病
地域医療連携パス
支援サービス 診療・検査結果の共有

診療・検査結果の共有

診療・検査結果の共有

診療所
かかりつけ医による、
● 診療・検査計画に基づく
診療・検査

● 診療・検査結果の登録
● 患者の経過観察

● 処方内容の確認
● 服薬指導の実施
● 病院・診療所への
服薬指導結果の
フィードバック

中核病院

薬局
薬剤師による、

専門医による、
● 診療・検査計画の策定
● 患者の経過観察
● 定期的な診療・検査

糖尿病患者治療のための
緊密な医療ネットワークを構築
地域医療ネットワークとは、地域内の中核病院と診療所、薬

局をオンラインでつなぎ、診療や処方に関する情報を共有す

ることで医療機関間の連携を実現するインフラのことです。こ

れを活用することによって、日常的な診療はかかりつけの診

療所、緊急性や重症度の高い疾病の治療は中核病院、といっ

たように、患者の病状に応じて最適な医療サービスを効率的

に提供できるようになります。また、医師にとっても診療負担

の軽減というメリットをもたらします。

地域医療ネットワークを推進する厚生労働省では、とくにが

ん・脳卒中・急性心筋梗塞・

糖尿病という4疾病での医療

機関連携を求めています。と

いうのも、これらの疾病は、

患者ごとの病態や症状など

の経過に応じたきめ細かな

対応が不可欠だからです。な

かでも糖尿病は、かかりつけ

の診療所による日常的な診

療に加えて、中核病院の専門医がインスリン投薬量の調整や検

査結果を定期的にチェックするなど、詳細な診療情報を高い頻

度で共有し続ける必要があります。

こうしたなか、人口当たりの医師数の少ない千葉県東部の山

武地域において医療機関連携を図っている「わかしお医療ネッ

トワーク※」では、糖尿病を中心とした地域医療ネットワークの

実現に向けて、2008年9月にNTTデータのシステム「糖尿病地域

医療連携パス支援サービス」を採用しました。

地域ぐるみのきめ細やかな
医療サービスの実現をITで支援
システム構築にあたって、NTTデータは中核病院の指導のも

と、診療所の医師や薬局の薬剤師などネットワークの参加者へ

の綿密なヒアリングを実施。こうして得られた声に基づき、さま

ざまな視点から検討を重ね、共有すべきデータの選定や、効率

的な連携のための仕組みづくりを行いました。とくに使いやすさ

への配慮として、パソコンに不慣れでも、診療中であってもデー

全国平均 千葉県 山武地域
0

150

100

50

200

出典：医学芸術社「千葉『わかしおネット』に
学ぶ 失敗しない地域医療連携」より

（単位：人）

千葉県山武地域の人口10万人
当たりの医師数

地域社会における医療ネットワークに
新たな可能性を。
少子高齢化や医師の偏在など、医療を取り巻く深刻な事態が日本の各地域に広がるなか、
国や自治体は“医療のITネットワーク化”によって地域ぐるみの診療を可能にする
「地域医療ネットワーク」の構築を推進しています。
ここでは、そのなかでも強く対応が求められている疾病の一つである糖尿病について、
地域医療機関の連携によるきめ細かな診療サービスを実現した事例を紹介します。

※ わかしお医療ネットワーク
東金病院を中核に、24医療機関、21薬局、8施設（保健所、福祉センターなど）が参加する

地域医療ネットワーク。NTTデータは、2000年のネットワーク構築開始時から、技術面で

支援しています。

特集

「環境」「社会」「人」をテーマに、“魅力的な責任”を果たす

Theme ❷ 社会
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糖尿病
地域医療連携パス
支援サービス 診療・検査結果の共有

診療・検査結果の共有

診療・検査結果の共有

診療所
かかりつけ医による、
● 診療・検査計画に基づく
診療・検査

● 診療・検査結果の登録
● 患者の経過観察

● 処方内容の確認
● 服薬指導の実施
● 病院・診療所への
服薬指導結果の
フィードバック

中核病院

薬局
薬剤師による、

専門医による、
● 診療・検査計画の策定
● 患者の経過観察
● 定期的な診療・検査

担当者の声

タを入力しやすいよう、入力画面をシンプルにするとともに、電

子カルテなどのシステムと連携させることで、入力業務を効率化

しました。また、患者の個人情報保護にも配慮するため、VPN（仮

想プライベートネットワーク）の構築やサイン認証の導入など、

厳格なセキュリティ体制の確立に努めました。

こうして完成したシステムによって、各診療所は中核病院の

専門医が策定した診療・検査計画や投薬方針をオンライン上

で確認したうえで患者を治療・検査できるようになったほか、

専門医による経過観察のモニタリングやチェックも容易になり

ました。また、このシステムは、患者の検査値に異常があった場

合に自動検知して、専門医と診療所の医師に知らせる機能を搭

載しており、糖尿病の早期治療の促進と症状の悪化防止に貢

献しています。

先生方からは、「連携性に優れたシステムのおかげで、糖尿病

においても“地域ぐるみの診療”を実現することができた」と評価

いただくとともに、糖尿病患者の方には、身近な診療所で診察が

受けられる利便性と、専門医が常に病状をモニタリングしている

という安心感のある医療サービスの提供につながっています。

今回の経験を財産として、他の疾病にも取り組み、
地域医療の発展に貢献していきたい。

（株）NTTデータ アイ   第三事業本部 医療福祉事業部 課長   山田 圭（写真右）

今回のシステム開発や、それ以前のネットワーク構築にあたっては、
地域医療の中心となるリーダーの存在と、患者を「面で支える」ヒューマ
ンネットワークが不可欠でした。
そうした人と人とのつながりを通じて、先生方の「患者さんにとって、

より良い医療環境をつくりたい」という熱意に触れ、公共性の高いシス

テムを開発する責任の大きさを改めて認識させられました。また一方で
は、困難なプロジェクトを完遂するための大きな支えにもなりました。
今回の経験を活かして、がんや脳卒中、急性心筋梗塞など、他の疾病
についても同様のネットワークを構築し、地域医療の発展に貢献してい
きたいと考えています。

（株）NTTデータ   ヘルスケアシステム事業本部 医療福祉事業部 医療情報ネットワーク担当  高塀 一成（写真左）
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「ITを使って何をするか」が重要に
ITが社会に果たす役割は、“業務効率化の手段”から“新しい

価値を生み出すための手段”へと変化しています。こうしたなか、

「ITシステムをいかにつくるか」のみならず「ITを使って何をす

るか」が重要になってきており、ITでビジネスや社会を変革して

いくために、あるべき姿を想定し、考え、実践する能力をもったIT

人材が求められています。ところが、日本ではIT人材が不足して

いると言われており、ITがあらゆる日常生活のなかに浸透する今

日、IT人材の育成がますます重要になってきています。

こうした現状を踏まえ、政府のIT戦略本部が2009年7月に打ち

出した「i-Japan戦略2015」では、「初中等校段階での情報教育の

強化」や「高度IT人材の育成」が盛り込まれ、産学官のいっそうの

連携により、ITの高度な利活用を可能とする人材を継続的に輩

出する社会的な仕組みを構築していくことが目標に掲げられて

います。一方、日本経済団体連合会（以下、日本経団連）において

も、産業界全般におけるIT人材の重要性を鑑みて、2005年には

高度情報通信人材育成部会を設置し、高度IT教育におけるモデ

ル的な取り組みを展開しています。

ITプロフェッショナルやCIOの養成に注力
ビジネスにおいて「ITを使って何をするか」について、大きな

役割を期待されているのがCIO（Chief Information Officer：最

高情報責任者）です。CIOは日本の企業や産業界が生産性や国

際競争力を高め、新たなイノベーションを創出していくための

カギを握っています。こうしたトップ人材の育成には、教育機関

での実践的IT教育の強化に加えて、社会に出た後にも継続的に

能力向上を図ることができる一貫性のある教育の枠組みが重

要となります。

NTTデータでは、まず大学院での実践的IT教育の充実を図る

べく、政府や日本経団連が進める人材育成施策に積極的に参

画し、講師派遣や教材提供、中長期インターンシップなどを実

施しています。

さらに、2009年4月からは、企業などのミドルマネジメン

31名以上100名以下

101名以上300名以下

301名以上1,000名以下

1,001名以上

30名以下

（企業の規模）

出典：IPA 「IT人材市場動向調査」より
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36.6 53.6 7.1
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33.0 55.7 7.0 4.3

23.0 67.2
4.9
4.9

25.6 69.2

3.1
3.1

大幅に不足
している

やや不足
している

とくに過不足
はない

無回答

（単位：%）

IT人材の「質」の不足感

次代のITを担う人材を
生み出すことができる社会へ。
日本が産業立国として発展していくうえで、ITは欠くことのできない技術です。
NTTデータは、社会に貢献し、国際競争力を高めるIT人材の育成に向けて、
本業で培ったノウハウやスペシャリストとしての知見を活かして独自のIT人材育成に取り組んでいるほか、
政府や日本経団連の活動をサポートしています。

我が国の産業発展に貢献できるIT人材の育成に、
中長期的な視野をもって取り組んでいます。
株式会社NTTデータ 顧問　重木 昭信 
（日本経団連 高度情報通信人材育成部会 部会長）

特集

「環境」「社会」「人」をテーマに、“魅力的な責任”を果たす

Theme ❸人
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ト層を対象に、CIOを

中心とするイノベーショ

ンリーダーの育成を目的とした

「イノベーション経営カレッジ※」への支援を開始しました。

NTTデータは、同カレッジの研究活動や人材育成プログラム

の教材作成支援などを通じて、高度な情報活用力を備えた経

営層人材を社会に供給していく仕組みづくりに貢献していく

考えです。

子どもたちの「知恵の芽」を育む環境を提供
優秀なIT人材を日本から輩出していくためには、子どもの頃

から理科に慣れ親しみ、科学技術への夢や将来の希望をもてる

環境をつくることが大事だと考えています。NTTデータでは、次

世代育成支援として、小学生を対象とした「こどもIT体験」をはじ

め、中学生の職場体験学習の受け入れ、高校生を対象とした「国

際情報オリンピック」の支援などを継続的に行っています。これ

は、先進的なIT技術に楽しみながら触れてもらうことで、子どもた

ちの「知恵の芽」を育む環境を提供したいからです。

日本が産業立国として生きていくためには、ITは欠かせません。

そのITを支えるのは人材です。NTTデータは今後も、社会に貢献

し、国際競争力を高めるIT人材の育成を支援し続けていきます。

※ イノベーション経営カレッジ
（社）日本情報システム・ユーザー協会がイノベーションリーダーの育成を目的に2009年

4月に設立（7月開講）。IT知識を体系的に体得するためのプログラム、IT経営のベストプ

ラクティスを研究するラボ、人材交流を目的としたコミュニティの3つの機能から構成さ

れています。プログラムでは、現役のCEO・CIOや大学関係者が講師となり、「講義」「事例

研究」「模擬体験」「自社研究」を通じた、実践的なカリキュラムを提供しています。

大学生・
大学院生に対して

各種の産学官連携講座に社員を講師として派
遣し、ソフトウェア工学の教育プログラムを支援
するなど、日本におけるソフトウェア技術者の質
の向上と量の拡大に努めています。また、寄付
講座の開設やインターンシップ、給付奨学
金制度を設けるなど、高付加価値を創
造できるIT人材の育成をサポー

トしています。

大学生・
大学院生に対して

各種の産学官連携講座に社員を講師として派
遣し、ソフトウェア工学の教育プログラムを支援遣し、ソフトウェア工学の教育プログラムを支援
するなど、日本におけるソフトウェア技術者の質するなど、日本におけるソフトウェア技術者の質
の向上と量の拡大に努めています。また、寄付
講座の開設やインターンシップ、給付奨学
金制度を設けるなど、高付加価値を創
造できるIT人材の育成をサポー

トしています。

高校生に対して
世界中の高校生が数理的な知識に

基づいて問題を解く能力を競うとともに、
各国の選手・教育者同士の国際交流を図る
「国際情報オリンピック」。その日本委員会
のオフィシャルスポンサーとして、強化合
宿へのセミナー講師派遣や合宿会場の
提供など、人材・設備・技術面におけ
るトータルな支援を実施して

います。

高校生に対して
世界中の高校生が数理的な知識に

基づいて問題を解く能力を競うとともに、
各国の選手・教育者同士の国際交流を図る
「国際情報オリンピック」。その日本委員会
のオフィシャルスポンサーとして、強化合
宿へのセミナー講師派遣や合宿会場の
提供など、人材・設備・技術面におけ
るトータルな支援を実施して

います。

小学生に対して

楽しくわかりやすくITを体験してもらうイ
ベント「こどもIT体験」を開催しています。IT
用語の基礎知識や活用例を学んだり、お絵
かきソフトを使った塗り絵を体験するなど、
最新のサービスや仕組みに触れてもらう
ことで、生活の豊かさとITのつながりに
ついても感じてほしいという思

いで実施しています。

小学生に対して

楽しくわかりやすくITを体験してもらうイ楽しくわかりやすくITを体験してもらうイ
ベント「こどもIT体験」を開催しています。IT
用語の基礎知識や活用例を学んだり、お絵
かきソフトを使った塗り絵を体験するなど、
最新のサービスや仕組みに触れてもらう
ことで、生活の豊かさとITのつながりに
ついても感じてほしいという思

いで実施しています。

中学生に対して
本社がある東京都江東区内の中学
校を中心に、職場体験学習を受け入れ
ています。先端技術のデモ見学やSEの仕
事の一つであるシステムの企画・提案の
体験などを通じて、ITに触れる機会を
提供するとともに中学生の勤労
観・職業観育成を支援して

います。

中学生中学生に対して
本社がある東京都江東区内の中学本社がある東京都江東区内の中学
校を中心に、職場体験学習を受け入れ校を中心に、職場体験学習を受け入れ
ています。先端技術のデモ見学やSEの仕ています。先端技術のデモ見学やSEの仕
事の一つであるシステムの企画・提案の事の一つであるシステムの企画・提案の
体験などを通じて、ITに触れる機会を体験などを通じて、ITに触れる機会を
提供するとともに中学生の勤労提供するとともに中学生の勤労
観・職業観育成を支援して観・職業観育成を支援して

います。

小学生～
高校生に対して

次代を担う子どもたちがより楽しくITを学べ
るサイト「ITなるほど委員会」を運営していま
す。生活の豊かさとITのつながりについて感

じたり、学ぶことが
できるコンテンツ
を数多く掲載し
ています。

小学生～
高校生に対して

次代を担う子どもたちがより楽しくITを学べ次代を担う子どもたちがより楽しくITを学べ
るサイト「ITなるほど委員会」を運営していまるサイト「ITなるほど委員会」を運営していま
す。生活の豊かさとITのつながりについて感

じたり、学ぶことが
できるコンテンツ
を数多く掲載し
ています。

宿へのセミナー講師派遣や合宿会場の
提供など、人材・設備・技術面におけ
るトータルな支援を実施して

います。

ITなるほど委員会
http://it.nttdata.co.jp/
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取り組み項目 2008年度の主な取り組み 今後の計画

ステークホルダーの皆様とNTTデータ

お客様

品質向上への取り組み システムの開発・管理手法に関する全社統一ルールの作成による全社最適化を推進。 開発・管理手法に関する全社統一ルールの手順化および実装のための作業・管理ツール活用を
推進。

災害への対策
● 災害時BCP策定として、地震リスク対応の考え方の整理および組織別業務継続計画の作成ガイ

ドを整備。
● 新型インフルエンザリスク対応の考え方を整理。

● 地震リスク対応ならびに新型インフルエンザリスク対応の組織別業務継続計画を整備。
● 実践的防災訓練の実施により業務継続計画を検証・改善。

システム障害への対策 法改正にともなう総務省への故障報告ルールの変更内容を、障害発生時の対応手順に反映し、
全社へ展開。

システム障害対策について、開発、サービス提供のプロセス改善まで障害原因の分析を拡大し、
最適な対策を継続的に進める。

業界各社との連携 6社共同で発足した「システム基盤の発注者要求を見える化する非機能要求グレード検討会」に
おいて、「非機能要求グレード」を開発。 非機能要求グレード検討会の最終成果を2009年度下期に公開予定。

お客様満足度の向上 「お客様満足度（CS）調査」として約160顧客へのアンケート（回収率95.7%）と、約50顧客への
インタビューを実施。全体評価は前年度比+0.1の6.8点を達成。

改善アクションの質的向上やお客様対応力の強化に向け、営業担当の社員を対象に新たな研
修を企画・実施。CS向上活動を推進し、目標とする全体評価7.0点達成をめざす。

ユニバーサルデザイン（UD）
対応の推進

情報システムのUD対応推進のため、システム開発における画面プロトタイプ作成技法、ツール
を整備。社員の意識向上のための社内セミナーを実施。

●システム開発における画面プロトタイプ作成技法、ツールの試行適用・本格展開の開始。
●アクセシビリティ診断に関わるスキルを特例子会社「NTTデータだいち」に移転。

株主・投資家 株主・投資家との
コミュニケーションの拡充

● 各種IRイベントの開催、Webサイトや冊子などにより積極的に情報を発信。
●日常のアナリスト、機関投資家の取材対応（年間350件以上）。

アニュアルレポートやWebサイトなどのIRツールを通じた情報発信強化により、コミュニケー
ションを充実。

お取引先 公正な取引の徹底
● 下請法の遵守を徹底するため、遡及契約削減への取り組みを推進。
● 海外企業との適正な関係構築をめざした情報共有の場として社員セミナーなどを開催。

●グループ社員を対象とした下請法研修を実施。
● 海外発注に関する社員セミナーを継続実施。海外委託先との定期的・継続的な連絡会開催に

よるコミュニケーション強化。
お取引先との
コミュニケーションの拡充

● ビジネスパートナー（BP）会社を対象とした「技術説明会」などを実施。
● BP会社にヒアリングし、長時間労働に関わる現状の課題を整理。 BP社長会の継続実施などにより、継続的な対話機会の展開を図る。

社員・家族

人材の雇用・活用 特例子会社「NTTデータだいち」を設立し、障がい者雇用を推進。 2009年12月までに、法定雇用率である1.8％の達成をめざす。

働きやすい職場づくり 「ダイバーシティ推進室」を新設し、「ダイバーシティの推進」「ワークスタイルの変革」「ワーク・ラ
イフ・バランスの推進」をテーマに取り組みを推進。

グループ会社におけるダイバーシティ推進体制の立ち上げや、グループ会社への成功事例の横
展開などを推進。

社員の健康維持・増進
● 2週間連続休暇取得や在社時間管理などの労働時間削減施策を推進。
● 職場改善ワークショップや職場巡視などのメンタルヘルスケア対策を実施。

● 労働時間に対する社員への意識啓発や休暇取得の促進を図る。
● 職場改善ワークショップの各職場への展開を推進。

社員満足度の追求
●グループ全社員を対象にした「社員満足度調査」を実施。
● 対面や電話で個別に専門家に相談できる仕組みを整備。

「仕事」に対する満足度の低下を踏まえ、仕事のやりがいなどを向上させるための取り組みを検
討・推進する。

さまざまな人々
社会貢献活動

●自然保護活動を応援するWebサイト「生きもの情報館」を構築したほか、社員のボランティア
活動を支援する「ボランティアクラブ」を発足。

● 国際情報オリンピックのオフィシャルスポンサーとして各種支援を実施。

●「生きもの情報館」を軸とした自然観察会などの施策を推進。
●「ボランティアクラブ」の認知度向上などを通じて、社員のボランティア活動を支援。
● 各年代層にあった次世代育成（IT教育など）活動の充実と継続的な取り組みを推進。

地球環境とNTTデータ

環境マネジメント
　

環境マネジメントの推進 ISO14001に基づくグループ横断型環境マネジメント体制のもと、活動を推進。新たにグループ
1社が認証を取得し、グループで計27社が取得。

「環境志向経営の推進」のもと、中期の取り組み目標と施策の具体化、グループ全体の連携推進
体制の整備を行い、取り組みをいっそう強化する。

環境に配意したシステム開発 システム導入による環境負荷低減効果の定量評価の推進。 お客様へのシステム提案時などにCO2削減効果を提示できる仕組みづくりを進める。

目標と実績

温室効果ガス排出量の削減 データセンタへのソーラーシステムの導入や、オフィスに散在するサーバのデータセンタへの
集約を推進 （実績は2005年度比8.3％減）。

データセンタの運用効率化、オフィスでの省エネ効果の“見える化”などにより、2009年度目標
「2005年度比9.5％減」の達成をめざす。

廃棄物最終処分量の削減 リサイクル率が高い産業廃棄物処理業者への委託量の増加、各組織におけるゴミの分別徹底な
どを推進（実績は2005年度比43％減）。

パソコンなどのリユースの仕組みの活用などにより、2009年度目標「2005年度比45％減」の達成
をめざす。

コピー用紙購入量の削減 印刷時にICカードの認証を必要とするセキュリティプリンタの導入や電子会議の普及などを推進
（実績は2005年度比4.6％減）。 コピー用紙削減目標を組織単位で明確化し、2009年度目標「2005年度比7％減」の達成をめざす。

お客様・地域社会の
環境負荷低減

各組織・グループ各社において、お客様や地域社会の環境負荷低減に貢献できる活動を洗い出
し、目標を設定し活動を推進。

これまでの実績と課題を踏まえ、グリーンITの推進による社会の環境負荷低減に向けた、定量評
価促進の仕組みづくり、意識啓発施策を推進。

環境負荷低減
のための
ITソリューション
　

温室効果ガス排出対策支援
● 国内の排出量取引支援システムの開発・運用。
●カーボンオフセットを通じて「CO2排出量ゼロ店舗」の拡大を支援。
● 需要が拡大するデータセンタのグリーン化を推進。

● 国や企業における排出量取引支援システムの提案を推進。
●カーボンオフセットで「CO2排出量ゼロ工場」や「CO2排出量ゼロ輸送」の実現をめざす。
●「グリーンデータセンタ」の要素技術の継続検証による省エネルギー化を推進。

省資源・資源の有効利用 マテリアルフローコスト会計の適用によるロスコストやCO2排出量を見える化する環境対策支
援、オフィスの紙使用量削減に貢献するサービスを展開。

企業の省資源・資源有効利用を促進する各ソリューションの提供拡大を進めるほか、営業活動
などグループ内連携を促進。

環境コミュニ
ケーション

環境啓発活動・情報発信 グリーンITに関するグループ内の情報共有・連携の推進。グリーンITソリューションを紹介する社
外向けWebサイトの開設。

グル－プ内の情報共有、連携強化による、環境に配意したシステム開発・営業活動の展開、社
外への積極的な情報発信。

環境貢献活動 環境保全活動を推進する「東京グリーンシップ・アクション」に参加したほか、各地域でグループ
会社による環境貢献活動を推進。

「東京グリーンシップ・アクション」の参加回数の拡大のほか、グループ各社における継続的な環
境貢献活動の展開、参加者の拡大を図る。

CSRを果たしていくための基盤
コーポレート・
ガバナンス

内部統制システムの構築 「グループ統制推進室」を新設し、内部統制推進に向けた体制を強化。 グループ全体の内部統制推進に向けた体制・連携を継続的に強化。

グループガバナンスの強化 「グループマネジメントルール」を制定し、グループ各社が遵守すべき事項と意思決定にあたっ
ての指針を明確化。

海外グループ会社とのいっそうの連携が求められる経営環境を踏まえた、グローバル・グループ
ガバナンス体制の確立をめざす。

コンプライアンス コンプライアンス推進体制の
強化

企業倫理委員会のもと企業倫理や法令の遵守、社内体制･仕組みの整備を推進。内部通報制度
「ホイッスル・ライン」の運用。 グループ各社において、コンプライアンス推進体制の整備を進める。

コンプライアンス啓発・教育 企業倫理に関する講義、法令遵守・契約リスクに関する研修を開催。 グループ各社において、コンプライアンス意識啓発・教育活動の定着化を図る。
リスクマネジメント グループ一体の

リスクマネジメントの推進 各部門、グループ会社との連携によるリスクマネジメント推進体制を強化。 海外グループ会社も含めたグローバルなリスクマネジメント体制の整備を進める。

情報セキュリティ
　

情報セキュリティマネジメントの
強化 グループ共通のルールをまとめた「NTTデータグループセキュリティポリシー（GSP）」を制定。 グループ内のナレッジ流通を促進し、グループ一体での情報セキュリティガバナンス体制の確立

をめざす。
情報セキュリティ教育 グループ会社に教育支援ツールやハンドブック、ポスターを作成・配布。 フォーラムの開催などを通じてグループ内での知識・ノウハウの共有を図る。

→P20

→P23

→P24

→P26

→P30

→P32

→P36

→P38

→P40

→P41

→P42

→P43

→P44

2008年度の主な取り組みと今後の計画
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（主催者：特定非営利活動法人日本マザーズ協会）

NTT DATA堂島ビル

「パパセミナー」の様子

アニュアルレポートIRサイト

取り組み項目 2008年度の主な取り組み 今後の計画

ステークホルダーの皆様とNTTデータ

お客様

品質向上への取り組み システムの開発・管理手法に関する全社統一ルールの作成による全社最適化を推進。 開発・管理手法に関する全社統一ルールの手順化および実装のための作業・管理ツール活用を
推進。

災害への対策
● 災害時BCP策定として、地震リスク対応の考え方の整理および組織別業務継続計画の作成ガイ

ドを整備。
● 新型インフルエンザリスク対応の考え方を整理。

● 地震リスク対応ならびに新型インフルエンザリスク対応の組織別業務継続計画を整備。
● 実践的防災訓練の実施により業務継続計画を検証・改善。

システム障害への対策 法改正にともなう総務省への故障報告ルールの変更内容を、障害発生時の対応手順に反映し、
全社へ展開。

システム障害対策について、開発、サービス提供のプロセス改善まで障害原因の分析を拡大し、
最適な対策を継続的に進める。

業界各社との連携 6社共同で発足した「システム基盤の発注者要求を見える化する非機能要求グレード検討会」に
おいて、「非機能要求グレード」を開発。 非機能要求グレード検討会の最終成果を2009年度下期に公開予定。

お客様満足度の向上 「お客様満足度（CS）調査」として約160顧客へのアンケート（回収率95.7%）と、約50顧客への
インタビューを実施。全体評価は前年度比+0.1の6.8点を達成。

改善アクションの質的向上やお客様対応力の強化に向け、営業担当の社員を対象に新たな研
修を企画・実施。CS向上活動を推進し、目標とする全体評価7.0点達成をめざす。

ユニバーサルデザイン（UD）
対応の推進

情報システムのUD対応推進のため、システム開発における画面プロトタイプ作成技法、ツール
を整備。社員の意識向上のための社内セミナーを実施。

●システム開発における画面プロトタイプ作成技法、ツールの試行適用・本格展開の開始。
●アクセシビリティ診断に関わるスキルを特例子会社「NTTデータだいち」に移転。

株主・投資家 株主・投資家との
コミュニケーションの拡充

● 各種IRイベントの開催、Webサイトや冊子などにより積極的に情報を発信。
●日常のアナリスト、機関投資家の取材対応（年間350件以上）。

アニュアルレポートやWebサイトなどのIRツールを通じた情報発信強化により、コミュニケー
ションを充実。

お取引先 公正な取引の徹底
● 下請法の遵守を徹底するため、遡及契約削減への取り組みを推進。
● 海外企業との適正な関係構築をめざした情報共有の場として社員セミナーなどを開催。

●グループ社員を対象とした下請法研修を実施。
● 海外発注に関する社員セミナーを継続実施。海外委託先との定期的・継続的な連絡会開催に

よるコミュニケーション強化。
お取引先との
コミュニケーションの拡充

● ビジネスパートナー（BP）会社を対象とした「技術説明会」などを実施。
● BP会社にヒアリングし、長時間労働に関わる現状の課題を整理。 BP社長会の継続実施などにより、継続的な対話機会の展開を図る。

社員・家族

人材の雇用・活用 特例子会社「NTTデータだいち」を設立し、障がい者雇用を推進。 2009年12月までに、法定雇用率である1.8％の達成をめざす。

働きやすい職場づくり 「ダイバーシティ推進室」を新設し、「ダイバーシティの推進」「ワークスタイルの変革」「ワーク・ラ
イフ・バランスの推進」をテーマに取り組みを推進。

グループ会社におけるダイバーシティ推進体制の立ち上げや、グループ会社への成功事例の横
展開などを推進。

社員の健康維持・増進
● 2週間連続休暇取得や在社時間管理などの労働時間削減施策を推進。
● 職場改善ワークショップや職場巡視などのメンタルヘルスケア対策を実施。

● 労働時間に対する社員への意識啓発や休暇取得の促進を図る。
● 職場改善ワークショップの各職場への展開を推進。

社員満足度の追求
●グループ全社員を対象にした「社員満足度調査」を実施。
● 対面や電話で個別に専門家に相談できる仕組みを整備。

「仕事」に対する満足度の低下を踏まえ、仕事のやりがいなどを向上させるための取り組みを検
討・推進する。

さまざまな人々
社会貢献活動

●自然保護活動を応援するWebサイト「生きもの情報館」を構築したほか、社員のボランティア
活動を支援する「ボランティアクラブ」を発足。

● 国際情報オリンピックのオフィシャルスポンサーとして各種支援を実施。

●「生きもの情報館」を軸とした自然観察会などの施策を推進。
●「ボランティアクラブ」の認知度向上などを通じて、社員のボランティア活動を支援。
● 各年代層にあった次世代育成（IT教育など）活動の充実と継続的な取り組みを推進。

地球環境とNTTデータ

環境マネジメント
　

環境マネジメントの推進 ISO14001に基づくグループ横断型環境マネジメント体制のもと、活動を推進。新たにグループ
1社が認証を取得し、グループで計27社が取得。

「環境志向経営の推進」のもと、中期の取り組み目標と施策の具体化、グループ全体の連携推進
体制の整備を行い、取り組みをいっそう強化する。

環境に配意したシステム開発 システム導入による環境負荷低減効果の定量評価の推進。 お客様へのシステム提案時などにCO2削減効果を提示できる仕組みづくりを進める。

目標と実績

温室効果ガス排出量の削減 データセンタへのソーラーシステムの導入や、オフィスに散在するサーバのデータセンタへの
集約を推進 （実績は2005年度比8.3％減）。

データセンタの運用効率化、オフィスでの省エネ効果の“見える化”などにより、2009年度目標
「2005年度比9.5％減」の達成をめざす。

廃棄物最終処分量の削減 リサイクル率が高い産業廃棄物処理業者への委託量の増加、各組織におけるゴミの分別徹底な
どを推進（実績は2005年度比43％減）。

パソコンなどのリユースの仕組みの活用などにより、2009年度目標「2005年度比45％減」の達成
をめざす。

コピー用紙購入量の削減 印刷時にICカードの認証を必要とするセキュリティプリンタの導入や電子会議の普及などを推進
（実績は2005年度比4.6％減）。 コピー用紙削減目標を組織単位で明確化し、2009年度目標「2005年度比7％減」の達成をめざす。

お客様・地域社会の
環境負荷低減

各組織・グループ各社において、お客様や地域社会の環境負荷低減に貢献できる活動を洗い出
し、目標を設定し活動を推進。

これまでの実績と課題を踏まえ、グリーンITの推進による社会の環境負荷低減に向けた、定量評
価促進の仕組みづくり、意識啓発施策を推進。

環境負荷低減
のための
ITソリューション
　

温室効果ガス排出対策支援
● 国内の排出量取引支援システムの開発・運用。
●カーボンオフセットを通じて「CO2排出量ゼロ店舗」の拡大を支援。
● 需要が拡大するデータセンタのグリーン化を推進。

● 国や企業における排出量取引支援システムの提案を推進。
●カーボンオフセットで「CO2排出量ゼロ工場」や「CO2排出量ゼロ輸送」の実現をめざす。
●「グリーンデータセンタ」の要素技術の継続検証による省エネルギー化を推進。

省資源・資源の有効利用 マテリアルフローコスト会計の適用によるロスコストやCO2排出量を見える化する環境対策支
援、オフィスの紙使用量削減に貢献するサービスを展開。

企業の省資源・資源有効利用を促進する各ソリューションの提供拡大を進めるほか、営業活動
などグループ内連携を促進。

環境コミュニ
ケーション

環境啓発活動・情報発信 グリーンITに関するグループ内の情報共有・連携の推進。グリーンITソリューションを紹介する社
外向けWebサイトの開設。

グル－プ内の情報共有、連携強化による、環境に配意したシステム開発・営業活動の展開、社
外への積極的な情報発信。

環境貢献活動 環境保全活動を推進する「東京グリーンシップ・アクション」に参加したほか、各地域でグループ
会社による環境貢献活動を推進。

「東京グリーンシップ・アクション」の参加回数の拡大のほか、グループ各社における継続的な環
境貢献活動の展開、参加者の拡大を図る。

CSRを果たしていくための基盤
コーポレート・
ガバナンス

内部統制システムの構築 「グループ統制推進室」を新設し、内部統制推進に向けた体制を強化。 グループ全体の内部統制推進に向けた体制・連携を継続的に強化。

グループガバナンスの強化 「グループマネジメントルール」を制定し、グループ各社が遵守すべき事項と意思決定にあたっ
ての指針を明確化。

海外グループ会社とのいっそうの連携が求められる経営環境を踏まえた、グローバル・グループ
ガバナンス体制の確立をめざす。

コンプライアンス コンプライアンス推進体制の
強化

企業倫理委員会のもと企業倫理や法令の遵守、社内体制･仕組みの整備を推進。内部通報制度
「ホイッスル・ライン」の運用。 グループ各社において、コンプライアンス推進体制の整備を進める。

コンプライアンス啓発・教育 企業倫理に関する講義、法令遵守・契約リスクに関する研修を開催。 グループ各社において、コンプライアンス意識啓発・教育活動の定着化を図る。
リスクマネジメント グループ一体の

リスクマネジメントの推進 各部門、グループ会社との連携によるリスクマネジメント推進体制を強化。 海外グループ会社も含めたグローバルなリスクマネジメント体制の整備を進める。

情報セキュリティ
　

情報セキュリティマネジメントの
強化 グループ共通のルールをまとめた「NTTデータグループセキュリティポリシー（GSP）」を制定。 グループ内のナレッジ流通を促進し、グループ一体での情報セキュリティガバナンス体制の確立

をめざす。
情報セキュリティ教育 グループ会社に教育支援ツールやハンドブック、ポスターを作成・配布。 フォーラムの開催などを通じてグループ内での知識・ノウハウの共有を図る。

各取り組みへの主な社外評価

「FairCast―子ども安全連絡網」が「2008
年度グッドデザイン賞」を受賞 →P22

「第11回日経アニュアルリポートアウォー
ド」で「アニュアルレポート2008」佳作

「父親が子育てしやすい会社ランキング」
で第3位に選出

「第2回ベストマザー賞2009 企業部門賞」
を受賞

2008年度「おおさかストップ温暖化賞 優秀
賞」を受賞

→P23

→P27

→P27

→P37
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品質向上への取り組み
ISO9001に基づく管理体系を構築し、
継続的な改善活動を展開しています。

高度化・複雑化が進む情報システムの品

質を維持し、安定的に機能させていくために

は、上流工程から下流工程までの徹底したプ

ロセス管理に加え、PDCAサイクルを軸とし

た継続的な改善活動が不可欠です。

NTTデータは、1998年に品質マネジメント

の国際規格ISO9001認証を全社で取得し、

組織的かつ体系的な品質マネジメント体制

を構築。以来、CMMI※1を採り入れたプロセ

ス改善、システム開発の透明化、開発・運用

標準の策定などに取り組んでいます。また、

評定レベルが厳格化されたCMMIレベル4,5

（高成熟度レベル）についても、グループ会

社を含めた先行組織を選定し、実装を進めて

います。

なお、NTTデータ地銀共同センターでは

2008年3月、情報システムの運用・維持管理

に関する国際規格であるISO20000の認証

を、勘定系共同利用型センターとして国内で

初めて取得しました。

開発・管理手法の統一ルールと、
その実行手順を明確にしています。

NTTデータは、2007年度から、システムの

開発・管理手法に関する全社統一ルールの

作成や、そのルール実行のための手順の明

確化を進めています。また、ルール・手順を実

装するために、営業から運用までの一貫した

開発・管理ツールを構築することで、従来、現

場ごとの手法で進められていた開発・管理の

全社最適を図っています。

また、NTTデータの品質マネジメントの管

理手法や開発手順に関するグループ各社へ

の教育も継続的に実施しています。

災害・システム障害への対策
災害時の早期復旧・事業継続に向け
BCPを策定しています。

NTTデータでは、地震などの自然災害が

発生した場合もお客様の情報システムを長時

間中断させず、お客様の事業の継続および早

期再開を実現するため、災害によるリスクや

具体的な対応策などをまとめた「災害時BCP

（Business Continuity Plan:事業継続計画）」

を策定しています。

災害時BCPは、それぞれの情報システムに

要求される復旧時間（緊急度）や社会的ニー

ズを踏まえ、「社会基盤」に関わる情報シス

テムの機能維持、および社内の重要業務継

続に重点を置いています。また2008年度は、

「新型インフルエンザ」によるパンデミック

発生を想定した対応策を追加しました。

今後は、防災訓練による実践的訓練を通じ

て、BCPのブラッシュアップを図っていきます。

「予防」「障害発生時の対応」を重視した
システム障害対策に取り組んでいます。

NTTデータは、「予防」と「障害発生時の対

応」という2つの観点からシステム障害への

お
客
様

お
客
様

要
求
事
項

プロジェクトプロジェクト計画

改善プロジェクト作業要領

事業本部等品質マネジメントの主管責任者

改善事業本部等実施要領

品質方針

改善目標

全社品質マネジメントの執行責任者

全社品質マネジメントシステムの運営責任者

改善規程・細則・実施方法

レビュー

製品（システム
またはサービス）

指示

展開

報告
分析、評価

実績
把握

満
足

展開

展開

NTTデータ

NTTデータQMS（品質マネジメントシステム）

Webで詳しく見る

●	PMP資格取得者によるプロ
ジェクト管理

※1	 CMMI

「Capability Maturity Model 

Integration：能力成熟度モデ

ル統合」の略。米国のカーネ

ギーメロン大学ソフトウェア工

学研究所が作成したシステム

開発のベストプラクティス集で

す。企業が段階的に開発や管

理のプロセスを作成・徹底・改

善し、事業環境にあわせて最

適化していけるように、プロセ

ス改善の経路を示しています。

安心して利用できる社会基盤の実現に向けて、
システムの品質向上と利用者の視点に立ったサービスの提供を進めています。

ステークホルダーの皆様とNTTデータ

お客様とともに
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対策を進めています。

「予防」については、システム構築に必要

な各種製品群（性能・可用性などを検証済み

のソフトウェア、ハードウェア）や技術（手順、

ツール、ノウハウなど）の社内展開と活用を

推進しています。また、社内の専門組織によ

る技術支援、プロジェクトマネージャによる

管理と適切なタイミングでの組織的確認・意

思決定など、プロジェクト管理の徹底に取り

組んでいます。

一方、「障害発生時の対応」として、各事業本

部では緊急連絡体制を整備し、障害発生時の

対応手順を定めています。2008年度は、2007

年11月の電気通信事業法施行規則等の改正

にともない総務省への故障報告ルールが変

更されたのを受け、対応手順の変更内容を全

社に展開しました。また、発生した障害の原因

を速やかに分析してその再発防止策を全社に

公開するとともに、システム構築作業や運用

保全作業の社内規程に反映しています。さら

に、対策が徹底されていることを確認するた

め、定期的な内部監査を実施しています。

業界各社との連携
課題となっている非機能要求の
“見える化”を進めています。

情報システムの性能や強度、品質などに関

する「非機能要求※2」は、目には見えず、専門

的でわかりにくいため、お客様との共通認識

を形成するのが難しく、プロジェクトの手戻り

やシステム開発の長期化、運用時のトラブル

の要因になりがちです。そこでNTTデータを

含む6社※3が共同で、2008年4月に、「システ

ム基盤の発注者要求を見える化する非機能

要求グレード検討会」を発足させました。

検討会では、非機能要求の項目を洗い出

したうえで、それらをお客様との共通認識と

して確認するためのツール群「非機能要求グ

レード」を開発し、2009年5月に公式Webサイ

トで公開しました。なお、非機能要求グレード

検討会の最終成果の公開は2009年度下期を

予定しています。

お客様満足度の向上
「お客様満足度（CS）調査」を実施して
改善活動につなげています。

「企業が継続的に成長していくための原

点はお客様志向にある」との考えに基づき、

NTTデータでは毎年「お客様満足度（CS）調

査」を実施しています。

2008年度は、約160顧客300票のアンケー

ト（回収率95.7％）と約50顧客（団体）へのイ

ンタビューを実施しました。その結果、「営業」

「設計・開発」「システム品質」「保守・運用」と

いう活動プロセスごとの平均評価が前回調

査に比べていずれも向上し、全体の評価が

6.8点（前年度比+0.1）に達しました。また、前

回調査で低評価であった「マニュアル類の整

備と適切なタイミングでのアップデート」の評

価が大幅に向上しました。一方、「価格の納得

性」は前回調査から改善傾向にありますが、

依然、相対的に低い評価結果となりました。

今後も、お客様からの声を真摯に受け止

め、さまざまな側面から調査結果を分析しつ

つ、改善アクションを継続的に実施していき

ます。さらにインタビュー調査後のフォロー

アップディスカッションなどを通じて、改善ア

クションの質的向上を図っていきます。

2004

6

4

2

0

6.2

2005 2006 2007 2008

6.1

6.3

6.7
6.8 6.26.1 6.3 6.7 6.8

（年度）

※項目別評価点（10点満点）の平均値。

5.2

5.2

5.2

（単位：点）CS調査の評価結果	

Webで詳しく見る

●「理解しやすい仕様書」に関
するガイドライン作成

●	2008年度のCS改善アクション
●	グループ会社でのCS調査の

実施

※2	 非機能要求

情報システムの業務データ処

理量、応答速度、同時処理件数

などの性能のほか、ハードウェ

ア障害や災害への対策といっ

た障害時の耐性などのシステ

ムの強度や品質のこと。システ

ムの機能要求（業務フローな

ど、実現する業務自体を示す要

求）に比べてお客様との共通

認識をもつことが難しいため、

標準的な手法の確立が求めら

れています。

※3	 NTTデータを含む6社

NTTデータ、富士通（株）、日本電

気（株）、（株）日立製作所、三菱

電機インフォメーションシステ

ムズ（株）、沖電気工業（株）
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T O P I C S

ユニバーサルデザインの
取り組み
情報システムの「ユニバーサルデザイン」
対応を推進しています。

NTTデータは、情報システムの「ユニバー

サルデザイン※（UD）」対応を推進していくた

めに、システムの企画／要件定義段階から

のアクセシビリティ・ユーザビリティの追求、

システム開発プロセスへのユーザ中心設計

（UCD：User Centered Design）の導入を進

めています。2008年度は、システム開発にお

けるプロトタイプ作成の技法やツールを整備

しました。今後は、試行適用を経て、本格展開

していく予定です。

また、社内の開発案件のWeb画面を診断

し、改善提案を行う「アクセシビリティ診断」を

実施しています。2009年4月からは、障がい者

雇用を促進するための特例子会社「NTTデー

タだいち」に、アクセシビリティ診断に関わる

スキルの移転を進めており、今後、同社の在

宅勤務者の活躍機会創出につなげていく予

定です。

運用者にも閲覧者にも使いやすい
Webサイト構築を支援しています。

NTTデータは、運用する側にも、閲覧する

側にも使いやすいWebサイトの構築を支援

しています。

例えば、専門的な知識をおもちでない運

用担当者でも容易に情報を更新できるよう、

Webコンテンツ管理システム（CMS）を提供

しています。また、色調への配慮や文字サイ

ズの変更を加味したレイアウトなど、さまざ

まな閲覧者を想定したWebサイトを提案し

ています。

社内セミナーを通じて、UDに対する
社員の意識向上に努めています。

NTTデータでは、UDに関する社内のワー

キンググループ「UD研究会」主催で、2005年

度から社内セミナーを実施しています。

2008年度のセミナーでは、デザイナーで

UD研究家の磯村歩氏をお招きし、「より多く

の人に伝わるプレゼンテーションの技法」や

「障がい者を起点にした新しい価値創造」な

どのテーマについて語っていただきました。

メールで 電話（音声）で FAXで

Webで詳しく見る

●	アクセシビリティへの適合度
を定量化するWebサイト

●「国際ユニヴァーサルデザイ
ン協議会」のプロジェクトへ
の参加

※	ユニバーサルデザイン

年齢、性別、国籍、障がいの有

無、個人の経験・能力に関係な

く、誰もが使いやすいように配

慮するという考え方。

関連サイト：FairCast―子ども安全連絡網
	 http://www.faircast.jp/

学校の連絡網として活躍する「FairCast─子ども安全連絡網」
近年、子どもの安全確保が地域社会において重要な課題となっています。NTTデー

タは、この課題への有効な対策として学校連絡網の整備に着目し、保護者・教職員・

自治会など全ての利用者が「いつでも、どこででも」「正確・迅速・公平」に一斉連絡を

受けられるサービス「FairCast―子ども安全連絡網」を提供しています。「耳が不自由

でFAX以外情報は受け取れない」「固定電話しかない」など、さまざまな利用者を想

定し、FairCastでは、電子メールや固定・携帯電話（音声）、FAXといった複数メディア

による連絡受信方法を併用した“ユニバーサルな利用環境”を実現しています。

2008年10月には、「利用方法を特定しない公平性」「情報提供の効率性」「運用の

簡単さ」などが評価され、「2008年度グッドデザイン賞」を受賞しました。

またFairCastは、2009年春に発生した新型インフルエンザにともなう休校連絡に

おいても効果を発揮し、その有用性が改めて評価されています。

お客様とともに

ステークホルダーの皆様とNTTデータ
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情報開示の基本姿勢
ディスクロージャーポリシーに基づき
適時・適切な情報開示をしています。

NTTデータでは、ディスクロージャーポリ

シーに基づき、当社に関する重要な情報に

ついて、金融商品取引法などの諸法令および

東京証券取引所の定める有価証券上場規程

などに従い、透明性、公平性、継続性を基準と

した迅速な情報開示を行っています。

また、重要事実に該当しない情報であって

も、株主・投資家の皆様にとって有用である

と判断されるものは、可能な範囲で積極的か

つ公平に開示しています。

利益配分の基本方針
業績動向、配当性向などを勘案し
安定的な配当をめざします。

NTTデータは、新規事業などへの投資や効

率的な事業運営などによる持続的な成長を

通じて、企業価値の中長期的な増大を図ると

ともに、適正な利益配分を実施することを基

本方針としています。

配当については、連結ベースの業績動向、

財務状況などを総合的に勘案し、連結配当性

向30％程度を目安に安定的に実施していき

たいと考えています。

2009年3月期の配当は、中間配当金として

1株当たり3,000円、期末配当金として1株当

たり3,000円、年間配当金を1株当たり6,000

円としました。

コミュニケーションの拡充
さまざまな機会、ツールを通じて
コミュニケーションを促進しています。

NTTデータは、株主・投資家の皆様向けの

各種IRイベントの開催やIRツールによる情報

発信などのIR活動に積極的に取り組んでい

ます。四半期ごとには決算説明会を実施し、

経営幹部が業績や今後の見通し、事業環境

や事業戦略などについて説明するほか、国内

外の投資家の方々との個別ミーティングやス

モールミーティングを実施しています。

また2008年度は、6～7月にかけて全株主を

対象としたアンケートを実施し、1万1,000名を

超える方々からご意見をいただきました。この

アンケートにおいて、NTTデータの強みと弱み

については、「技術力」「安定性」をNTTデータ

の強みとして評価いただいた一方、「成長性」

については評価が分かれました。

今後は、当社の「成長性」についてもいっそ

うの理解を深めてい

ただけるよう、株主通

信などのIRツールを通

じた情報発信をさら

に強化していきます。

関連サイト：ディスクロージャーポリシー
	 http://www.nttdata.co.jp/corporate/ir/
	 disclosure/

株主通信

2009年3月期決算説明会
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（単位：円）

Webで詳しく見る

●	株主の所有者別分布状況
●	IRツールによる情報発信

1株当たり年間配当額	

社外からの評価
NTTデータは、IR活動に対する
姿勢や情報開示の状況などに
ついて、社外から以下の評価を
受けました。

●「第11回日経アニュアルリポー
ト・アウォード」（日本経済新聞
社主催）で「アニュアルレポー
ト2008」佳作

●	平成20年度「証券アナリスト
によるディスクロージャー優
良企業選定（第14回）」（（社）
日本証券アナリスト協会主催）
でコンピューターソフト部門
第3位。高水準のディスクロー
ジャーを連続維持している企
業として、称賛状を受賞

株主・投資家の皆様とのコミュニケーションを重視し、企業価値の向上を常に意識した経営を推進するとともに、
適時・適切な企業情報の開示やIR活動の充実に努めています。

株主・投資家とともに
ステークホルダーの皆様とNTTデータ
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公正な取引の徹底
取引・契約に際して遵守すべき事柄を
規程に定めて、周知徹底しています。

NTTデータは、お客様やお取引先との取

引・契約に関して遵守すべき法令やルール、

行動指針などをまとめた「公正取引規程」を

1997年5月に策定し、以降、法改正などにあ

わせて適宜改訂しています。

また、購買取引に関する基本的事項を定

めた「調達方針」をWebサイト上に公開する

とともに、購買契約責任者の所掌範囲、新規

取引先の選定・認定方法、国際調達に関する

手続き方法などの社内規程を設けて、公正な

取引の徹底を図っています。

今後は、グループ会社との連絡会の場にお

いて、購買施策の検討・周知および情報共有

を図っていく計画です。

オープンで効率的な取引推進のため
購買電子契約を進めています。

NTTデータでは、企業間で取り交わす書面

契約を電子化して電子署名やネットワーク上

での受送信を可能にした「NTTデータ購買電

子契約※1」を2006年12月から運用しています。

同システムは、業務効率化や管理作業の負

担軽減、ペーパーレス化による環境負荷低減

など、お取引先にもさまざまなメリットをもた

らすため、定期的に説明会を実施するなど、

積極的に導入を推奨してきました。その結

果、2007年度は16,720件、2008年度は20,493

件と、導入数が着実に増加しています。

な お 、同 シ ス テ ム は N T T デ ー タ の

「CECTRUST 電子契約サービス※2」を応用し

て高度な安全性を確保しています。

公正な取引を徹底するために
遡及契約削減に取り組んでいます。

2004年4月1日に「下請代金支払遅延等防

止法（下請法）」が改正され、情報サービス業

がその適用範囲に加わりました。NTTデータ

では、下請法の遵守を徹底するため、遡及契

約状況について購買部が定期的に社内会議

で報告し、各事業本部に遡及契約削減への

取り組みを促しています。

また、グループ全役員・社員を対象に、下請

法の趣旨や親事業者の義務および禁止事項

などを学ぶ研修を継続的に実施しています。

2009年度上期には、グループ社員を対象とし

た研修を実施する予定です。

海外企業への業務委託にあたっての
適正な取引を社員に周知しています。

NTTデータは、システム開発の一部を中国

やインド、ベトナムなどの海外企業に委託する

「オフショア開発」を推進しており、委託する

業務量は年々増加しています。

こうした現状を踏まえ、NTTデータでは、海

外の委託先との適正な取引や開発事例を共

有する場として、社員を対象とした「海外発注

セミナー」や、事業部門間での定期的な情報

連絡・共有を目的とした「海外発注推進連絡

調整会議」を開催しています。2008年度は、

海外発注セミナーを4回、海外発注推進連絡

調整会議を12回実施しました。

また、四半期に1回、海外の委託先との連

絡会を開催して連携強化を図っているほか、

海外委託先社員の研修受け入れなどを通じ

て人材育成も支援しています。

NTTデータ購買電子契約NTTデータ お取引先

①契約書類
作成／
注文処理

③契約書
（電子署名）

契約書

②契約書
　受領

④契約書内容
確認／
完了処理

契約書

電子契約DB

NTTデータ購買電子契約導入後の運用方法

※1	 NTTデータ購買電子契約

これまで企業間で取り交わし

ていた書面契約を電子的に行

うシステム。全てのお取引先に

導入していただけますが、取り

扱える書類は法規上で電子契

約が認められているもののみ

となります。

URL  http://www.nttdata.
co.jp/corporate/profile/
proc/d-contract.html

※2	 CECTRUST 
	 電子契約サービス

企業間の契約を電子的にや

り取りするためのASPサービ

ス。2001年4月施行の「IT書面

一括法」で契約文書の電子化

が認められたことを機に、NTT

データの「SecurePod（電子

文書流通プラットホーム）」を

ベースに、（株）コンストラク

ション・イーシー・ドットコムと

共同開発したサービスです。

長期原本保存、第三者による

原本性証明などによって安全

性を確保します。

お取引先とのオープンかつ公平な取引を推進・徹底するとともに、
品質確保や技術向上支援を目的としたコミュニケーション活動に注力し、お取引先との相互発展をめざしています。

調達方針
購買取引は、オープン、公平、
内外無差別、スピーディー、柔
軟、効率的の基本理念のもと、
以下の3点を製品調達の基本
方針としています。

1. ビジネスニーズを踏まえ、
オープンかつ透明な調達を
実施します。

2. 国内外のサプライヤーの皆
様に対し、内外無差別に競
争機会を提供します。

3. ビジネスニーズに適する競
争力ある魅力的な製品を、
グローバルかつ市場原理
に基づいて調達します。

ステークホルダーの皆様とNTTデータ

お取引先とともに
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お取引先との対話
お取引先との関係充実のため、
ビジネスパートナー制度を採用しています。

情報システムに対するお客様の要求品質

の多様化・高度化に対応するため、NTTデー

タは、技術力や業務ノウハウ、セキュリティレ

ベル、品質保証体制などを総合的に勘案しな

がら、ソフトウェア開発業務の一部を子会社

や関連会社を含む国内外の企業に外部委託

しています。

委託先のなかでも、評価・実績に優れた

お取引先については、「ビジネスパートナー

（BP）会社」およびそれに準じる「アソシエー

トパートナー（AP）会社」に認定しています。

BP・AP会社の認定にあたっては、法令・社会

規範の遵守状況や経営状態の健全性、適切

なセキュリティの確保状況、環境保護の取り

組みなど、CSRの観点を認定基準に盛り込ん

でいます。2009年3月31日現在で、BP会社数

は34社、AP会社数は218社です。

また、継続的で良好な取引関係を構築する

ために、NTTデータのシステム開発標準の開

示や、技術研修の実施など、さまざまな支援

活動を積極的に行っています。

このように、お取引先との共存共栄を図り

ながら、お客様のご要望に応える体制づくり

を推進しています。

「BP社長会」や「技術説明会」を
毎年開催しています。

NTTデータはお取引先との良好な関係を

築くために、1991年から毎年1回、BP会社の

トップにお集まりいただく「BP社長会」を開催

しています。

2008年11月に開催したBP社長会には、全34

社に参加いただき、NTTデータから「ソフトウェ

ア外注方針」や「SI競争力強化施策」について

説明しました。また、BP各社からご意見・ご要

望や技術的なご質問な

どをいただくとともに、

さまざまな課題につい

て話し合うことで、参加

者相互のコミュニケー

ションを深めました。

NTTデータでは、このほかにも、生産性・品質

向上や情報セキュリティ強化の支援などを目

的に、BP会社社員の方々を対象とした「技術説

明会」を開催しています。2008年度は計3回実

施し、のべ144名に参加いただきました。これら

の活動については、BP各社からも好評をいた

だいており、2009年度以降も継続していきます。

「長時間労働の防止」について
お取引先と連携して取り組んでいます。

NTTデータの委託先であるBP会社にとって

も「従業員の長時間労働防止」は重要な課題

となっています。そこでNTTデータでは、BP会

社との連絡会やBP社長会、相互評価結果の

フィードバックなどを通じて、ソフトウェア開

発現場での長時間労働に関する現状把握に

努めています。

2008年度は、発注側である当社プロジェク

トにおける労働状況をBP会社にヒアリング

し、現状の課題を整理しました。これらの課

題は当社の経営幹部に報告されたほか、各

事業本部の外注管理担当者が参加する社内

会議においても重要議題として採り上げ、プ

ロジェクト監督員への周知を徹底するなどし

て、改善を呼びかけています。

また、法令や企業倫理などに逸脱する行為

の相談・申告を受ける内部通報制度「ホイッ

スル・ライン」（→P42）について、お取引先の

従業員にもこれを利用していただける旨を

BP社長会や相互評価結果フィードバックの場

などで継続的にお知らせしています。

BP社長会

Webで詳しく見る

●	効 率 的 な お 取 引 先 選 定を
可 能 にする「案 件 マッチン
グシステム」

●	2008年度の技術説明会の開
催実績
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NTTデータだいち　在宅勤務者の声VOICE

人材の雇用・活用
多様性を尊重し、公平性を重視した
採用・雇用に取り組んでいます。

NTTデータは、「就労機会の拡大」「適材適

所」という考えに基づき、多様性を尊重した

公平・公正な採用・雇用を行っています。

採用にあたっては、学歴・年齢・性別を問わ

ず、一人ひとりの適性・意欲・能力を重視して

います。100校を超える新卒採用実績がある

ほか、経験者採用もWebサイトや20数社に

及ぶ人材紹介会社からの応募を受け付ける

など、多様なルートを設けています。

特例子会社を設立し、より多くの
障がい者雇用を推進しています。

NTTデータは、障がいのある社員が能力を

存分に発揮できるよう、従来のシステム開発

や営業分野での雇用に加え、特例子会社を通

じて、さまざまな障がいのある方の就労機会

創出に努めています。

2008年度は、4名の新卒者を採用したほ

か、2008年7月には、障がい者の社会参画の

機会を拡大するため、「NTTデータだいち」

を設立し、12月に特例子会社の認定を受け

ました。

同社では、在宅勤務によるホームページ

制作やNTTデータグループの福利厚生サー

ビスであるマッサージ業務を拡充するほか、

2009年からは、名刺印刷や植木のレンタル、

古紙回収・再生といったオフィス事業を開始

しました。また、石垣島で農業関連事業を展

開するなど、障がい者の雇用機会が少ない地

域における雇用創出にも取り組んでいます。

こうした取り組みを通じて、NTTデータで

は、2009年12月までに、法定雇用率である

1.8％の達成をめざします。

2006年度 2007年度 2008年度
従業員数（単独） 8,324 8,550 9,230

男性 7,296 7,399 7,938
女性 1,028 1,151 1,292

女性管理職数［割合］（単独） 45［2.8％］ 50［3.0％］ 55［3.1％］

人材雇用の状況 （単位：人）

2007年度 2008年度 2009年度
新卒採用者数（単独） 501 668 540

男性 356 502 391
女性 145 166 149

障がい者雇用数［雇用率］（連結）
※2009年6月1日現在 122［1.24％］ 136［1.33％］ 170［1.61%］

Webで詳しく見る

●	定年退職者の再雇用制度

コーディネータと相談しながら、自分の体調にあわせて勤務しています。
私は進行性の難病のため、全身に運動障がい

があり、喋ることも不自由で、はっきりした発音が

できません。また、手動式の車いすに乗っている

ので、外出時の移動では必ず誰かに付き添って

もらわなければなりません。そのために「就職し

たい、社会参加したい」という強い希望はあった

ものの、毎日通勤することは体力的にも難しく、

就職を半ば諦めかけていました。そんな私にとっ

て、NTTデータグループとの出会いはまさに夢の

ようでした。在宅勤務者として働けることは、日々

の生きがいになっています。

在宅勤務は通勤の負担がありません。さらに

体調が悪い時は、メールや電話でコーディネー

タに相談し、自分の体調にあわせて勤務するこ

とができます。障がい者にとって、仕事で無理を

するのは身体的にも精神的にも負担が大きいの

で、マイペースで勤務できることが一番のメリッ

トだと思います。

NTTデータだいち
WEB事業部

山崎 寛子
（在宅勤務でホームページ作

成を担当）

「企業にとって最も重要な財産は人材である」との認識のもと、社員一人ひとり、さらには家族の方々をも視野に入れて、
社員が活き活きと働くことができる良好な職場環境づくりに努めています。

ステークホルダーの皆様とNTTデータ

社員・家族とともに
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働きやすい職場づくり
「ダイバーシティ推進室」を立ち上げ、
多様な働き方を支援しています。

NTTデータは、2008年4月に「ダイバーシ

ティ推進室」を新設し、社員一人ひとりが活き

活きと働くことのできる価値ある職場づくり

をめざして、「ダイバーシティの推進」「ワーク

スタイルの変革」「ワーク・ライフ・バランスの

推進」の3つを柱とするダイバーシティ・マネ

ジメントに取り組んでいます。

2008年度は、「ダイバーシティ」への理解

促進を図るため、全グループ社員を対象とし

たフォーラムや、女性社員向け研修を実施。

また、目的を同じくする企業など5団体と共同

で、女性のキャリアを考える異業種交流イベ

ント「Women’s Summit Tokyo 2008」を開催

しました。また、「ワークスタイルの変革」のた

めの施策としては、職場のキーマンとなる部

長層を対象に“働き方の変革”をテーマとした

グループセッションを実施し、参加した部長

層が各々の職場でも働き方の変革をテーマ

としたセッションを実施しました。

さらに、「ワーク・ライフ・バランス」の推進

策として、男性社員向けに「パパセミナー」の

開催など、仕事と子育ての両立を支援するた

めの各種施策を実施しました。なお、こうし

た取り組みが評価され、「父親が子育てしや

すい会社ランキング」（特定非営利活動法人

ファザーリング・ジャパン、（株）第一生命経済

研究所）で第3位に選出されました。

在宅勤務制度の本格運用を開始し、
利用者数が300名を超えています。

NTTデータでは、働きやすい職場づくりの

一環として、2006年7月から「テレワーク（在

宅勤務）」のトライアルを実施。2008年2月か

ら、正式な就労制度として運用を開始しまし

た。この制度は、職種・年齢を問わず、全社員

（管理職や男性社員を含む）が利用でき、

2008年度は、約300名がこの制度を利用し

ました。

育児・介護制度の充実が評価され
次世代認定マークを取得しました。

NTTデータグループは、社員が安心して出

産・育児・介護と仕事を両立できるよう、「育

児休職制度」「介護休職制度」など各種制度

の充実を図るとともに、社員の制度への理

解向上と利用しやすい環境整備を進めてい

ます。

こうした取り組みの結果、2008年6月には、

厚生労働省の次世代認定マーク「くるみん※」

を取得。さらに2009年5月には、NPO法人日

本マザーズ協会主催の「第2回ベストマザー

賞2009 企業部門賞」を受賞しました。

Women’s Summit Tokyo 2008

「第2回ベストマザー賞2009 企業部門賞」受賞の様子
（主催者：特定非営利活動法人日本マザーズ協会）

女性 男性

育児休職 87 2

育児のための短時間勤務 95 3

介護休職 2 1

介護のための短時間勤務 0 1

2008年度の育児・介護制度利用者数 （単位：人）

Webで詳しく見る

●	ダイバーシティ推進室の主
な取り組み

※	くるみん

2005年4月に施行された「次世

代育成支援対策推進法」で定

められたもので、同法に基づい

て従業員の子育て支援のため

の行動計画を策定・実施し、そ

の取り組み内容と成果が基準

を満たした企業が認定マーク

を取得できます。

主な育児・介護制度
●	育児休職

子どもが満3歳まで取得可能

●	育児のための短時間勤務
子どもが小学校3年生の年度
末まで取得可能

●	介護休職
最長1年6カ月まで取得可能

●	介護のための短時間勤務
介護休職を含めて最長3年取
得可能
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階層別研修や社内ホームページを通じて
人権啓発に取り組んでいます。

NTTデータでは、グループ倫理綱領（→P11）

のなかに「人権を尊重し、性別、国籍、信条、宗

教等による差別を行わない」ことを定めるとと

もに、あらゆる差別を「しない」「させない」「許

さない」という方針を掲げ、社員の人権教育や

啓発を行っています。

2008年度は、「人権週間」がある12月に「人

権啓発研修」のe-ラーニングを実施したほ

か、人権週間中は社内ホームページ上に特

集サイトを設け、人権啓発推進委員長のメッ

セージや社会における人権問題の傾向など

の情報を発信しました。

また、セクシュアル・ハラスメントに関する

相談窓口として「セクハラ・ホットライン」を開

設し、NTTデータグループの社員およびNTT

データのオフィスで働く派遣社員や協力会社

の方々も相談できるようにしています。

社員の能力開発を支援
市場価値の高い人材の育成をめざし
人事制度、研修を充実させています。
●「プロフェッショナルCDP」制度

高度な専門性と変化対応力を有するプロ

フェッショナル人材を育成するため、「プロ

フェッショナルCDP」を導入。専門分野ごと

に、めざすべき人材像（人材タイプ）と成長

のステップを示し、社員を認定する仕組みと

育成体系を整備しています。2008年度には

全人材タイプにおいて認定者が輩出され、

グループ会社への制度導入も順次拡大して

います。

●「ビジネス系研修」「テクニカル系研修」

ビジネスパーソンとしての能力向上を図る

「ビジネス系研修」、専門性を高める「テクニ

カル系研修」を設けています。役職や業務に

応じて社員が自由に受講でき、2008年度は

年間受講目標を10日に設定し、社員の98.5%

が達成しました。

社員の健康維持・増進
IT業界が抱える課題の一つである
長時間労働削減に取り組んでいます。

NTTデータは、IT業界のリーダーとしての

責任を自覚し、生産性とワークスタイルの

変革に取り組んでいます。その一環として、

2006年度には、各事業本部の企画部長をメ

ンバーとする「労働時間改善ワーキンググ

ループ」を発足させ、労働時間管理に関する

課題抽出や方針策定を開始しました。その結

果、2008年度の「2週間連続休暇」の取得者

数が、前年度と比較して倍増するなどの成果

が現れつつあります。

また、2008年度は、自席PCのログオン・ロ

グオフ時間を記録して在社時間を客観的に

把握するソフト「Do!Refresh」を全社に導入

し、就業管理システムとの連携を開始しまし

た。今後は、「Do!Refresh」を活用し、労働時

間に対する社員の意識改善や休暇取得の

促進を図るとともに、長時間労働の可能性

のある社員への早期対応などに取り組んで

いきます。
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Webで詳しく見る

●	公正な評価・処遇
●	安全な職場環境づくり

プロフェッショナルCDPの全体フレーム

社員・家族とともに

ステークホルダーの皆様とNTTデータ

NTTデータ CSR報告書 200928



T O P I C S

職場改善ワークショップによって
各職場のヘルスケアを支援しています。

NTTデータは、本社ビルに産業医や保健師

などの専門スタッフが常駐する「ヘルスケア

センタ（健康管理室）」を設けています。また

2008年度には、各職場と協力してメンタルヘ

ルス不全発症の未然防止に取り組む「職場保

健グループ」を新設しました。

2008年度は、この2つの組織が連携して、「職

場改善ワークショップ※」を16件実施しました。

また、職場保健グループでは、専門スタッ

フによる月次職場巡視や長時間労働に関す

る面接（対象者1,436名、実施者1,381名、実

施率96.2％）などを実施しました。

社員満足度の追求
調査の継続と改善活動により
社員満足度向上を図っています。

社員一人ひとりが心身ともに健康で、ワー

ク・ライフ・バランスを図りつつ、仕事に達成

感や満足感をもちながら働くことができるよ

う、NTTデータでは、グループ全社員を対象に

した「社員満足度調査」を毎年実施していま

す。本調査を通じて会社に対する社員の満足

度を測り、現状を把握したうえで課題を明確

化することによって、社員や職場の働き方を

変革するためのサイクルを回しています。

2008年度は、調査項目として心の健康に

関する項目を追加したことで、社員満足度と

心の健康状態との相関関係などを含めた総

合的な分析が可能になりました。また、調査・

分析から浮き上がった課題への対策として、

改善に向けたワークショップを実施するほ

か、対面や電話で個別に専門家に相談でき

る仕組みを整備しました。

なお、2008年度の調査結果は、全体的に改

善傾向にありましたが、「仕事」に対する満足

度がやや低下しました。そこで2009年度は、

仕事のやりがいなどを向上させるための取り

組みを検討・推進していく予定です。

社員食堂で食事を楽しむ社員と家族

仕事

上司人事施策／
制度

会社 職場

2007年度2008年度

仕事

上司人事施策／
制度

会社 職場

2006年度2007年度

※	職場改善ワークショップ

各職場における課題を抽出し

ながら、その解決方法を考える

ワークショップ。

社員の家族に職場や仕事を理解いただくために、「オープンハウス」を開催
NTTデータは、創立20周年の特別企画として、2008年11月29・30日に、第2回「家

族向けオープンハウス」（第1回は2006年）を開催しました。このイベントは、社員の

家族に、当社や社員の仕事内容をご理解いただくためのものです。

当日は、家族で社員の職場（自席）を訪問したり、社員食堂で食事を楽しんだり、役

員会議室であるボードルームや職場を見学していただきました。また、社員と家族

が考えた“NTTデータがかなえる20年後のイメージ”を現役美大生がイラストに描い

たり、家族の皆さんの写真を撮影してフォトフレームをつくるなど、さまざまな催し

を行いました。2日間で計1,939名（うち社員560名）が来場するなど、大盛況のうち

に幕を閉じたこのイベントは、社員の家族に、普段は目にすることのない職場の様

子をご覧いただく絶好の機会となりました。

社員満足度調査の結果
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社会貢献活動の考え方
幅広い領域で活動を推進し、健全な
社会の形成・発展に貢献します。

NTTデータは、1992年4月に、社会貢献活

動を企画・推進する専担組織「社会貢献推進

室」を設置。以来、福祉・地域社会・国際貢献

など「人」を中心とした分野、「自然環境」分野、

「文化芸術」分野などの幅広い領域で活動

に取り組むとともに、社員一人ひとりのボラ

ンティア意識の醸成や活動の促進支援や、事

業を活かした活動、グループに広がりのある

活動の推進などを基本に、さまざまな活動を

展開しています。

2008年度の主な取り組み
自然保護活動を応援するWebサイト

「生きもの情報館」を構築しました。
NTTデータは、里山をはじめとする身近な

自然に生息する“生きもの”の情報を日本全

国から集めるWebサイト「生きもの情報館」

を構築し、2009年3月に（財）日本自然保護協

会に寄贈しました。

「生きもの情報館」は、日本全国の方々か

ら、さまざまな生きものの観察記録を登録し

てもらい、その情報を解析することで計画的

に地域の自然保護活動を進めることを目的と

した市民参加型Webサイトで、サイトの運営

は同協会が行います。「生きもの情報館」は

インターネット上で広く一般に公開されてお

り、利用者はWebサイト上で会員登録するこ

とで、生きものの観察記録の登録や分布図を

簡単に作成することができます。

この取り組みは、NTTデータの創立20周年

記念事業の一環として、「生態系と生物の多

様性を守り、持続的な社会を目指す」という

同協会の趣旨に共感し、その活動を支援する

ために実施したものです。NTTデータでは今

後、「生きもの情報館」を使った自然観察会の

開催など、自然保護活動の輪を広げていく予

定です。

社員のボランティア活動を支援する
ボランティアクラブを発足しました。

NTTデータは、創立20周年記念事業の一

環として、2009年3月、社員のボランティア活

動の交流・促進の場として「ボランティアク

ラブ」を発足。ボランティアクラブでは、ボラ

ンティア活動の参加者募集やイベント紹介

など、ボランティア活動に関心のある社員が

気軽に情報交換・発信したり、社員自らが企

画し仲間を募集・実施する活動を推進してお

り、社内ホームページ上にコミュニティサイ

トを開設し、活動を促進しています。

NTTデータでは、ボランティアクラブを通

じて、多くの社員が自主的な活動の輪を広げ

ていくことを支援していきます。

福祉分野
「NTTデータ流バレンタインデー」で
障がい者の自立を支援しています。

NTTデータでは、毎年バレンタインデーの

時期に合わせて、福祉作業所・授産施設な

ど※1で障がい者の方々が心を込めてつくっ

たお菓子に寄付金をつけて社内販売してい

ます。この活動は、「義理チョコのような“建

て前”ではなく、身近な人たちに日頃の感謝

生きもの情報館
http://www.ikimono-lib.jp/

※1	 お菓子を製造・販売いた
だいた福祉作業所・授産
施設など

●	社会福祉法人あしなみ 通所
授産施設「ZiP」

●	特定非営利活動法人「樹林館」
●	社会就労センター「すいーつ

ばたけ」
●	社会福祉法人のびのび福祉

会「のびのび作業所エコ＆
フーズ」

良き企業市民として健全な社会の形成・発展に貢献するために、福祉・自然環境・文化芸術などの幅広い分野で、
社員の参加を重視した社会貢献活動に取り組んでいます。

ステークホルダーの皆様とNTTデータ

さまざまな人 と々ともに
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T O P I C S

の気持ちを伝え、さらに社会にも愛を伝えた

い」と考えた社員有志が1993年に始め、全社

活動になったものです。

集まった寄付金は会社が同額を支出す

るマッチング寄付を行ったうえ、障がい者の

自立を支援する団体に寄付※2しています。

2008年度は、総額348,200円を寄付しました。

地域社会
次世代育成・地域貢献の一環として
職場体験学習を受け入れています。

本社所在地である江東区の中学生を中心

に、職場体験学習を受け入れています。

2008年度は江東区立深川第四中学校、深

川第五中学校から生徒が訪れ、最新システム

のデモ見学などを通してITの可能性や生活と

のつながりについて学びました。

国際貢献
「ハートウォーミングクリスマス」を通じて、
世界の恵まれない子どもたちを
支援しています。

NTTデータでは毎年12月、社員が未使用

の学用品や日用品などを持ち寄り、社内ホー

ムページ上でチャリティオークションを開

催。同時に募金や古本などの収集活動を行

い、オークションの収益金と合わせて、世界

の恵まれない子どもたちを支援するボラン

ティア団体に寄付しています。この活動は、

1996年に社員有志が始めたもので、現在は

全社的な取り組みとなっています。2008年

度の寄付総額は、約99万円でした。

また、2008年度に引き続き、フェアトレー

ドコーヒーの試飲販売会を社内で実施し、

フェアトレード※3について社員の理解を深

めてもらう場としました。

緊急支援
中国・四川大地震の災害被災地へ
義援金を寄付しました。

NTTデータは、大規模災害などで被災した

方々が一日も早く安心して生活できるよう、日

本赤十字社などを通じて義援金を寄付して

います。

2008年度は、5月に起きた中国・四川大地

震の被災地に、日本赤十字社、重慶市紅十字

会を通じて寄付しました。NTTデータグルー

プ社員による募金と、会社が募金額と同額を

支出するマッチング寄付を行い、寄付総額は

10,244,994円となりました。

飾り付けされたクリスマスパーティ会場

Webで詳しく見る

●	福祉作業所・授産施設など
のお菓子を株主総会で配布

●	｢豊洲フェスタ｣での地域と
の交流

●	｢TABLE FOR TWO」への参加
●	「Think the Earthプロジェク

ト」への協賛
●	クラシックコンサートの開催

子どもを支援する地域NPO主催のクリスマスパーティを毎年支援
海外グループ会社であるThe Revere Group, Ltd.（本社：米国シカゴ）は、米

国内に複数の事業拠点を有しており、各拠点で社員が地域貢献活動に参加して

います。

ノースカロライナ州シャーロットの拠点では、恵まれない子どもたちを支援す

る地域のNPO法人「Kid’s First of the Carolinas」が主催し、毎年300名以上が

集まるクリスマスパーティに、2002年から有志の社員とその家族が参加し、パー

ティの企画運営を支援しています。2008年度は、約20人の社員とその家族が参

加し、子どもたちへのプレゼントや、募金活動などを行いました。

※2	 NTTデータ流バレンタイン
デーの寄付先

●	特定非営利活動法人KIDS
●	社 会 福 祉 法 人プ ロップ ス

テーション
●	口と足で描く芸術家協会

※3	 フェアトレード

開発途上国の自立を促すこと

を目的に、経済的・社会的に立

場の弱い生産者に対して、通

常の国際市場価格よりも高め

に設定した価格で継続的に農

産物や手工芸品などを取引す

ること。取引価格以外にも生

産者の労働条件や環境にも配

慮した取り組みが求められて

います。
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NTTデータグループ環境方針
環境方針のもとグループ全体で
環境保護活動を推進しています。

NTTデータグループは、「NTTデータグルー

プ環境方針」に基づく継続的・計画的な環境

保護活動を推進。当社グループが情報サー

ビス事業者であることから、自らの事業活動

にともなう環境負荷を低減することはもちろ

ん、環境に配意したシステムやサービスを提

供し、社会全体の環境負荷低減に貢献するこ

とを重視した活動に取り組んでいます。

さらに、2009年度から始まった中期経営の

重点施策の一つに「環境志向経営の推進」を

掲げており、こうした取り組みをいっそう強化

していく方針です。

環境マネジメント体制
ISO14001規格に基づき、
継続的な改善活動を展開しています。

NTTデータは、1998年4月に専担組織「環

境保護推進室」を設置し、環境マネジメント

の国際規格ISO14001認証の審査登録活動

を開始。2004年からは、グループ全体への

ISO14001認証取得範囲の拡大に取り組んで

います。

2008年度は、新たにグループの1社が認証

を取得し、NTTデータグループとしての取得

状況は、2009年7月1日時点でNTTデータ本

体およびグループ会社21社となりました。こ

のほか、5社が独自に認証を取得しています。

グループ横断型の環境マネジメント
体制を構築しています。

ISO14001に基づく改善活動を進めていく

ために、「環境保護推進委員会」と「環境保護

推進連絡会」を中心としたグループ横断型の

環境マネジメント体制を構築しています。

環境保護推進委員会では、NTTデータおよ

びグループ各社の活動状況を踏まえ、次年度

の活動目標などを審議しています。その審議

結果は、ISO14001認証を取得している各部

門、グループ会社の環境管理者・環境推進者

が集まる環境保護推進連絡会で伝達され、組

織単位の目標設定などに反映されています。

また連絡会では、法改正にともなう管理方法

の変更などの情報も共有しています。

2008年度は連絡会を2回開催し、活動状況

を確認したほか、環境影響評価の実施方法

の改善や、グリーンIT※に関するグループ内

の情報共有推進の取り組みなどについて説

明しました。

また、2009年度からの中期経営で掲げた

「環境志向経営」を全社的に推進していくた

めに、2009年7月、「環境保護推進室」を「環境

NTTデータグループ環境方針（2007年7月改訂）
人類は、今やかつて経験したことのない地球環境問題に直面しており、英知を

結集して環境保護活動に取り組むことが求められています。

情報技術で、新しい「しくみ」や「価値」を創造するNTTデータグループは、情報シ

ステムの「戦略立案からシステム企画、設計・建設、運用・保全までの総合的な

サービス」を提供していくことにより、人や物の実際の移動を代替或いは節減す

ることで環境保護に貢献します。また、その一方で事業活動が環境に大きな影

響を与えていることを真摯に受け止め、より豊かで調和の取れた社会の実現に

貢献するため、環境保護活動を継続的かつ計画的に推進していきます。

1. 環境に配意した事業の推進
事業活動における環境への影響を低減させるため、可能な限り定量的な目
的・目標を設定し、定期的に見直しを図りながら継続的改善に取り組みます。

（1）環境に配意したシステムの開発を進めていきます。

（2）グリーン購買に積極的に取り組むとともに、環境に優しい建築設計にも配
意していきます。

（3）省資源・省エネルギー施策の展開、物品の利活用・リサイクルの推進・廃
棄物の削減などにより、汚染の防止と資源消費の抑制を図っていきます。

2. 法規等の順守
事業活動推進において、環境側面に関する適用可能な法規及びその他合意
した事項を順守します。

3. 啓発活動の推進
社員及び協働者に対して環境に関する啓発活動を行い、意識の向上を図っ
ていきます。 平成19年7月

株式会社NTTデータ 代表取締役社長　山下 徹

グループ全体での環境保護活動を推進していくために、各部門・各グループ会社に環境管理者・推進者を置き、
PDCAサイクルを軸とした環境マネジメントに取り組んでいます。

※	グリーンIT

企業や社会における環境負

荷を低減する情報技術（IT）の

ことで、「ITそのものの環境負

荷低減（Green of IT）」と「ITに

よる環境負荷低減（Green by 

IT）」に分けられます。

地球環境とNTTデータ

環境マネジメント
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経営推進室」に改称し、推進体制を強化しま

した。現在、取り組み目標と施策の具体化を

進めており、今後、この環境経営推進室と関係

部門が中心となって、グリーンITやCO2排出量

削減など、課題やテーマごとに連絡会やワー

キンググループを発足して、グループとして

の取り組みをいっそう強化していきます。

内部環境監査
定期的な監査を通じて、
活動のレベルアップを図っています。

NTTデータグループは、ISO14001規格への

適合性や、PDCAが機能しているかを確認する

ため、年2回内部環境監査を実施しています。

2008年度は、2008年7月と2009年2〜3月

に、NTTデータ26組織・28ビル、グループ会社

29社の監査を実施しました。

監査の前後にはミーティングを開催し、重

点監査項目やグループ全体のEMSの状況を確

認するほか、推奨事例や次回に向けた改善点

などを共有し、内部監査およびグループの環

境保護活動のレベルアップを図っています。

また、グループ会社のISO14001認証取得範

囲の拡大にともない、内部監査員の育成、体制

の充実を図っており、2008年度は、内部監査員

の選出方法を自薦から組織ごとの選出に変更

するとともに、新任内部監査員を対象とした研

修を実施しました。現在、当社グループの内部

監査員は約60名、ISO14001環境審査員補資格

保有者は8名となっています。

法規制などの順守
業務に関連する法令・条例などの
順守状況を定期的に確認しています。

NTTデータグループは、省エネ法や廃棄物

処理法などの各種法令や条例に関して、監視

測定項目を定め、定期的に順守状況を確認し

ています。また、改正省エネ法や地球温暖化

対策推進法、東京都環境確保条例の施行を

踏まえ、CO2排出量の監視測定などの体制整

備を進めています。

環境保護推進委員長
（NTTデータ 代表取締役副社長）

環境管理責任者
（NTTデータ環境経営推進室室長）

環境経営推進室
（NTTデータ）

内部環境監査員チーム
●主任内部環境監査員
●内部環境監査員

NTTデータ NTTデータグループ会社

環境管理者
組織内における環境保護活動の管理

各組織 各社

環境推進者
環境管理者の支援

環境推進担当者
職場の環境保護活動推進 廃棄物処理担当者

NTTデータ 
代表取締役社長

環境保護推進委員会 環境保護推進委員

環境保護推進連絡会

環境管理者
社内における環境保護活動の管理

環境推進者
環境管理者の支援

環境推進担当者
職場の環境保護活動推進 廃棄物処理担当者

環境保護活動推進体制

ISO14001認証取得会社
計27社（2009年7月1日現在）

＜グループ統合認証＞

●	NTTデータグループ
NTTデータ
NTTデータ北海道
NTTデータ東北
NTTデータ信越
NTTデータ東海
NTTデータ北陸
NTTデータ関西
NTTデータ中国
NTTデータ四国
NTTデータ九州
NTTデータユニバーシティ
NTTデータ東京SMS
NTTデータマネジメントサービス
NTTデータシステム技術
NTTデータフィット
ソリッド・エクスチェンジ
NTTデータフロンティア
NTTデータソフィア
NTTデータセキスイシステムズ
NTTデータシステムズ本社ビル
NTTデータ先端技術
NTTデータ アイ

＜独自認証＞

●	三洋電機グループ
NTTデータ三洋システム守口
地区、（東京）台東地区

●	NTTデータカスタマサービス
四国支社

●	JSOL

●	NTTデータCCS

●	NTTデータMSE

Webで詳しく見る

●	2008年度の内部環境監査の
結果

●	2008年度の主な法規制と対
象項目・該当数
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環境に配意したシステム開発
システム導入による環境負荷低減効果の
定量評価を進めています。

情報システムの導入・活用は、消費電力の

増加を招く一方で、モノの電子化、人・モノの

移動の削減などによる社会全体の環境負荷

低減効果が期待できます。グリーンITの推進

により、日本において、2025年までに、IT機器

の省エネは0.4億t-CO2／年、ITによる社会の

省エネは1.9億t-CO2／年のCO2排出量削減

効果があるとの予測※1が公表されています。

NTTデータグループは、IT活用の促進に取

り組むとともに、環境に配意したシステム開

発の実施方法を定め、「環境に配意したシス

テム開発」を推進しています。

その実現に向けて、2006年1月から、環境

影響評価システム「環境しろう※2」を活用し、

一定規模以上のシステムを対象に、システム

の導入・活用による環境負荷低減効果を定量

的に評価・測定しています。

今後は、お客様へのシステム提案時など

にCO2排出量削減効果を提示できる仕組み

づくりを進めるほか、開発段階でも積極的に

定量評価を行い、システム提案に反映するな

ど、環境に配意したシステム開発を通じて、

お客様や社会全体の環境負荷低減に貢献し

ていきます。

グリーン購買の推進
企業姿勢や製品を評価軸に
グリーン購買を推進しています。

NTTデータグループは、製品・サービスを

調達・選定するにあたって、「価格」「品質評

価」のほかに、環境保全に対する企業姿勢

や製品・サービスの環境配慮などの評価項

目を設け、お取引先選定の判断基準として

います。

導入前

300

200

100

導入後
0

導入前

60

40

20

導入後
0

導入前

300

200

100

導入後
0

導入前

300

200

100

導入後
0

人の稼動の
環境負荷

情報
システムの
環境負荷

郵送の環境負荷

紙の環境負荷

紙の環境負荷

その他
輸送の環境負荷

郵送の環境負荷
その他

ICTシステムの
環境負荷

ICTシステムの
環境負荷

約36%削減

紙と
CD-ROMの
環境負荷

環境負荷が
48%減

保管
スペースの
環境負荷

人の稼動の
環境負荷

情報
システムの
環境負荷

紙と
CD-ROMの
環境負荷

環境負荷が
48%減

保管
スペースの
環境負荷

人の稼動の
環境負荷

情報
システムの
環境負荷

紙と
CD-ROMの
環境負荷

環境負荷が
52%減

保管
スペースの
環境負荷

Pandora-AX導入による
CO2排出量削減効果 （単位：t-CO2／年）

帳票印刷や郵送などの削減に貢献する
電子帳票ソリューション「Pandora-AX」

NTTデータビジネスブレインズが提供する

「Pandora-AX」は、コンピュータから出力され

る帳票データを、印刷することなく専用サーバ

に取り込み、パソコン上で参照・検索などを行う

システムです。企業LANの整備、データ利用の多

様化などによる帳票の種類の急増に対応した

もので、帳票運用のコスト削減、とくに出力用紙

の削減のほか、帳票仕分けの自動化およびネッ

トワーク伝送での代替による人の稼動・輸送作

業の削減、保管場所の削減が図られます。

※	Pandora-AX導入済みの金融機関の共同事務センター

（約30行のセンター業務を扱い、600余の店舗に電

子帳票を配布）での実績に基づく試算では、年間約

143t-CO2、導入前に比べて52％のCO2排出量削減効果

が得られています（右記グラフ参照）。

※1	 ITによる社会の省エネ効果
	 の予測

経済産業省「グリーンIT研究

会」とグリーンIT推進協議会が

共同で、2008年4月にグリー

ンITの推進による「ITの省エネ

（Green of IT）」量、「ITによる社

会の省エネ（Green by IT）」量

をマクロ的に予測した結果。IT

機器の省エネ効果は、2006年

から2025年までで1,000億kWh

（0.4億t-CO2／年）、ITによる社

会の省エネ効果は4,900億kWh

（1.9億t-CO2／年）との予測。

※2	 環境しろう

NTT情報流通基盤総合研究所

が開発した定量評価システム。

システムを導入することで、

人・モノの移動量をどれくらい

減らせるか、どれだけのモノが

電子化できるかなどをシミュ

レーションし、その結果、どの程

度の環境負荷が低減されるの

かを算出することができます。

情報システムの導入による環境負荷低減事例

ドライブの効率化により
CO2排出量削減に貢献する「ViewRoad」

NTTデータが提供する道路交通情報ソリューショ

ン「ViewRoad」は、（財）道路交通情報通信システム

（VICS）センターから配信される交通情報を編集・

加工し、リアルタイムの渋滞情報や、過去の統計デー

タなどに基づく渋滞予測情報をお客様に提供する

サービスで、効率的な配送計画の立案や、事故発生

時の最適なルート選定などに活用されています。

また、このソリューションによって、渋滞の回避や

ドライブの効率化が可能になることから、走行距離

やアイドリング時間を削減でき、CO2排出量の削減

効果も見込まれています。

※	本ソリューションの事例は、総務省の「u-Japanベストプラク

ティス2009」事例に掲載されています。

環境マネジメント

地球環境とNTTデータ
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NTTデータの環境影響
グループ全体の活動を視野に入れて
その環境影響を把握・分析しています。

NTTデータグループは、情報システムの開

発・運用を中心とした事業を展開しており、そ

の過程で発生する環境負荷の中心は、主とし

て電力を中心とするエネルギー消費にとも

なう温室効果ガス排出です。しかし、そのほ

かにも紙資源や水資源などの使用、データセ

ンタ工事などによって、大小さまざまな環境

影響を及ぼしています。また、NTTデータグ

ループのシステム・サービスがお客様のもと

で運用時に及ぼすエネルギー消費など環境

影響も無視することはできません。

そこでNTTデータグループは、事業活動にと

もなう環境負荷を正しく把握・分析し、グルー

プ全体、さらにはお客様先での環境負荷低減

に向け、さまざまな取り組みを進めています。

環境負荷の全体像

2006 2007 2008

電気の使用 19.6 20.0 24.9 
ガス・燃料の使用 1.8 0.4 0.4 

社用車の走行 0.2 0.2 0.2 

合計 21.6 20.6 25.5

温室効果ガス※

2006 2007 2008

排水量 59 35 54

水資源

2006 2007 2008

廃棄物発生量 7,092 6,101 6,010

リサイクル量 5,255 4,606 4,883

最終処分量 626 462 406

オフィス廃棄物

2006 2007 2008

廃棄物発生量 1,058 2,353 788

リサイクル量 568 1,832 593

最終処分量 490 521 195

建築廃棄物

NTTデータグループ内

NTTデータグループ外

エネルギー 温室効果ガス（CO2）

営業

企画・設計

製造・試験

特定フロン使用空調機
2006 2007 2008

特定フロン（CFC）
使用空調機の使用台数 46 23 24

建築資材
工事用材料・ケーブルなど

エネルギー
2006 2007 2008

購入電力（万kWh） 50,916 55,730 56,803 
灯油（㎘） 26 3.2 23 

軽油（社用車除く）（㎘） 80 114 135 

A～C重油（㎘） 68 41 41 

都市ガス（万m3） 843 187 173 

ガソリン（社用車）（㎘） 758 855 742 

軽油（社用車）（㎘） 21 21 14 

水資源
2006 2007 2008

上水使用量 78 58 68 

中水使用量 3.8 3.6 4.4 

紙資源
2006 2007 2008

事務用紙 1,380 1,329 1,418 

お客様向けのチラシ、
パンフレットなど 131 679 88 

INPUT OUTPUT事業活動

お客様先での
サービス運用

お客様先での
設置工事など

（単位：万m3）

（単位：t）

（単位：台）

（単位：万t-CO2）

（単位：万m3）

（単位：t）

（単位：t）

データセンタ

環境負荷データの集計範囲
●	集計対象期間

各年4月1日から始まり翌年
3月31日までの1年間

●	集計対象組織
2006年度
NTTデータ（全組織）、グルー
プ77社（国内のみ対象）

2007年度
NTTデータ（全組織）、グルー
プ85社（国内のみ対象）

2008年度
NTTデータ（全組織）、グルー
プ78社（国内のみ対象）

NTTデータグループは、事業活動にともなって発生する環境負荷をできる限り低減していくために、
どの段階で、どのような資源・エネルギーを使用し、どのような環境負荷が発生しているかを把握・分析しています。

※	CO2換算係数は、各年度の係数を使用。（電力会社別の
CO2排出係数）

事業活動にともなう環境影響
地球環境とNTTデータ
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2008年度の実績と中期目標
3カ年の中期目標を設定して
目標達成状況を管理しています。

NTTデータグループでは、ISO14001の継

続的改善活動において3カ年の中期目標を

設定し、毎年の実績を踏まえ、目標を見直し

ています。

2008年度は、昨年に引き続き、電力使用量

を温室効果ガスに換算した「温室効果ガスの

排出量（CO2換算）削減」と「廃棄物最終処分量

の削減」「コピー用紙購入量の削減」を目標に

掲げて、各施策に取り組みました。

●	温室効果ガス排出量の削減

データセンタなど自社ビルの設備（空調

機、照明など）について、高効率な設備への

更改を進めたほか、各職場の業務効率向上、

不要照明OFFなど、基本動作の徹底を通じた

省エネルギーに取り組みました。

また、2008年度からNTTグループが一体と

なって推進している「グリーンNTT※1」の一環

として、2009年2月に当社のグリーンデータ

センタにソーラーシステムを導入したほか、

オフィスに散在するサーバのデータセンタへ

の集約も進めています。

一方、機器増設によってデータセンタの電

力使用量が増加したことから、2008年度の

温室効果ガス排出量は306,562t-CO2※2とな

りました。売上高原単位については、2007年

度を上回る削減率となったものの、基準年の

2005年度比では8.3％減と、目標の「2005年

度比9％減」は達成できませんでした。

2009年度は「2005年度比9.5％減」を目標

に、データセンタの運用効率化、オフィスでの

省エネ効果の“見える化”などを通じて電力使

用量の削減を強化していきます。

●	廃棄物最終処分量の削減

リサイクル率が高い産業廃棄物処理業者

への委託量の増加、各組織におけるゴミの

分別徹底などに取り組んだ結果、廃棄物の

最終処分量は402tとなり、売上高原単位では

2005年度比43％減と目標を達成しました。

今後は、パソコンなどのリユースの仕組み

の活用などにより、廃棄物最終処分量のいっ

そうの削減に取り組んでいきます。

2008年度の目標達成状況、2009年度以降の目標

活動項目
2008年度の目標達成状況 2009年度以降の目標

目標値の定義 目標値 実績 達成状況 2009 2010 2011

NTTデータ
グループ内
環境負荷
低減

温室効果ガス排出量削減
温室効果ガス排出量

（CO2換算）／
売上高（2005年度比）

9％減 × 8.3％減 9.5％減 10％減 12％減

廃棄物最終処分量削減 廃棄物最終処分量／
売上高（2005年度比） 40％減 ○ 43％減 45％減 50％減 新目標

設定

コピー用紙購入量削減 購入量（2005年度比） 6％減 × 4.6％減 7％減 8％減 9％減

NTTデータ
グループ外
環境負荷
低減

お客様の環境負荷低減 　 　 　 　 2009年度目標

①環境関連サービスの
拡大 達成率 80% × 8件／11件

達成
グリーンIT推進による
社会の環境負荷低減

定量評価基準などの明確化、評価
促進の仕組みづくり／ITと環境の
関わりに関する意識啓発施策

②環境影響定量化評価 営業活動などで使える
評価件数 5件 ○ 5件の

評価を実施

③地域社会の
環境貢献活動 実施率 85% ○ 5件／6件

達成 90％

目標と実績の
数値データについて

「2008年度の目標達成状況」と
「2009年度以降の目標」は、

NTTデータグループとして取
得したISO14001認証適用範囲

（→P33）を集計対象としてい
ます。

※1	 グリーンNTT

NTTグループが推進している、

太陽光発電などの自然エネル

ギー利用を促進する施策。有

限責任事業組合「NTT-グリー

ンLLP」を中心に、2012年まで

にグループ全体で5MW規模の

ソーラーシステムの導入を進

める計画。

※2	 温室効果ガス排出量
	 306,562t-CO2

電力使用量を換算した値。換

算係数として、2005年度の排

出係数（0.555kg-CO2／kWh）

を使用。

Webで詳しく見る

●	N T T デ ー タ グ ル ー プ の
2008年度環境負荷データ

●	N T T デ ー タ グ ル ー プ の
2008年度オフィス廃棄物量

NTTデータグループは、環境負荷低減に関する中期目標を3年単位で策定し、
毎年見直しを行うことで、環境保護活動の継続的な改善に努めています。

地球環境とNTTデータ

目標と実績
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T O P I C S●	コピー用紙購入量の削減

印刷時にICカードの認証を必要とするセ

キュリティプリンタの導入や電子会議の普及

などに取り組み、コピー用紙の使用抑制に努

めましたが、2008年度のコピー用紙購入枚

数は29,789万枚（2005年度比4.6％減）と、目

標に達しませんでした。

2009年度は、コピー用紙削減目標を組織

単位で明確にすることで、目標の「2005年度

比7％減」の達成をめざします。

●	お客様・地域社会の環境負荷低減

NTTデータグループは、事業を通じてお客

様や地域社会の環境負荷低減に貢献してい

くため、「グループ外環境負荷低減目標」を策

定。各組織・グループ各社において、お客様

や地域社会の環境負荷低減に貢献できる活

動を洗い出し、目標を設定して取り組んでい

ます。2008年度は、経済状況の悪化を受けて、

「環境関連サービスの拡大」の目標を達成

することができませんでした。

2009年度は、これまでの実績と課題を踏

まえて活動項目を見直し、グリーンITの推進

による社会の環境負荷低減に注力していく

方針です。

環境会計
効率的かつ効果的な
環境保全活動をめざしています。

2008年度のNTTデータグループの環境コ

ストは、投資額で0.38億円、費用で9.4億円と

なりました。事業エリア内コストでは、建物関

連において対策費用の発生がなく、設備の撤

去が主であったことから、前年度より3.5億円

減少しました。また、研究開発では、前年度の

案件が製品化フェーズに移行し、2008年度

は該当する案件がなかったことから、投資・

費用ともに発生していません。

堂島ビル（西日本FM担当）

環境省ガイドライン分類 主な取り組み
2007年度 2008年度

投資 費用 投資 費用
事業エリア内コスト 121.6 1,000.3 37.8 651.2 

公害防止コスト アスベスト対策、PCB管理など 17.2 253.8 0.7 42.1 

地球環境保全コスト 省エネ施策実施・外気冷房装置の導入によるCO2排出量削減対策、空調
機用特定フロンの廃止など 0.0 1.4 0.0 0.0 

資源循環コスト オフィス内廃棄物処理、建築工事廃棄物対策、事務用紙の節減対策など 104.4 745.1 37.1 609.1 
上・下流コスト 容器包装リサイクル法対応 0.0 0.3 0.0 4.7 
管理活動コスト 環境保全活動にかかる人件費、ISO認証取得、ビル緑化、環境対策PRなど 0.0 286.1 0.0 278.7 
研究開発コスト 環境関連研究開発 0.0 38.9 0.0 0.0 
社会活動コスト 地域社会への貢献 44.0 0.1 0.0 6.3 

合計 　 165.6 1,325.7 37.8 940.9 

環境会計 保全コスト （単位：百万円）

2008年度「おおさかストップ温暖化賞 優秀賞」を受賞
全国に21カ所ある自社ビルのマネジメントを担うNTTデータ ファシリティマ

ネジメント（FM）部は、各ビルにおけるCO2排出量削減計画を策定し、高効率

電源設備の導入や空調設備の更改などを通じて省エネ化を図っています。

そうした取り組みの一つとして、2006年度から、数多くのサーバ機器を収容す

るデータセンタである堂島ビル（大阪市）の省エネ化を推進。コ・ジェネレーショ

ンの運転見直しや冷凍機の熱効率改善、省エ

ネ型蛍光灯の導入などの施策によって、2007年

度に年間3,600tのCO2排出量を削減し、光熱水

費も約1億円削減しました。この成果が評価さ

れ、2009年2月、大阪府主催の2008年度「おおさ

かストップ温暖化賞 優秀賞」を受賞しました。

環境会計の
集計範囲・方法
●	集計対象期間

2008年4月1日〜2009年3月
31日

●	集計対象組織
NTTデータ（全組織）、グルー
プ22社（国内のみ）

●	集計方法
環境省の「環境会計ガイドラ
イン」およびNTTグループの

「環境会計ガイドライン」に
準拠
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温室効果ガス排出対策の支援
温室効果ガス排出量取引支援
システムを提案しています。

温室効果ガスの排出削減義務などを定め

た「京都議定書」の第一約束期間（2008年～

2012年）が始まり、日本でも6%の削減目標を

達成するための動きが活発化しています。こ

うしたなかで注目を集めているのが、温室効

果ガスの「排出量取引※1」です。

NTTデータは、国際的な排出量取引の基盤

整備として、日本の国別登録簿システム※2の

開発・運用に取り組むとともに、政府で実施

中の自主参加型排出量取引事業で、参加企

業の排出量を管理するシステムを開発・運用

しています。

2008年度は、排出量取引の国内統合市場

における目標達成確認システム※3のほか、

環境省オフセット・クレジット登録簿システム

の開発・運用を行いました。

今後も、企業における排出量の把握や取

引を支援するシステムを提案し、我が国の

CO2の削減・排出管理に貢献していきます。

カーボンオフセットを通じてCO2削減と
環境配慮型商品開発を支援しています。

NTTデータ経営研究所は、「カーボンオフ

セット・プロダクツ・プロジェクト（COP）」を

主催し、カーボンオフセット※4を通じて、企

業の事業活動におけるCO2排出量削減と、

環境配慮型戦略商品開発を同時に支援して

います。

COPに参加しているコープネット事業連合

は、店舗営業にともなって排出されるCO2を

カーボンオフセットによってゼロとする、世界

初の「CO2排出量ゼロ店舗」を実現。2008年

6月から2009年7月までに、埼玉県、千葉県に

て4店舗の「CO2排出量ゼロ店舗」を出店した

ほか、6月には千葉県印西市に「CO2排出量ゼ

ロ冷凍センター」を開設しました。

今後もCO2排出量ゼロ店舗を順次拡大し

ていくほか、製造や輸送に関わるCO2排出

量をカーボンオフセットする「CO2排出量ゼ

ロ工場」や「CO2排出量ゼロ輸送」を実現す

るため、COP参加企業と準備を進めていく

予定です。

需要が増大するデータセンタの
グリーン化を推進しています。

近年、世界中のデータセンタでサーバ運用

や高発熱機器の冷却にともなう電力消費量が

急増しています。NTTデータは、国内最大級の

床面積を有するデータセンタ事業者としての

責任を果たすために、データセンタの電力消

費の抑制やCO2排出量削減を促進し、環境負

荷低減とIT効果向上をめざした「グリーンデー

タセンタ」サービスを2008年1月から開始して

います。

本サービスは、「iDCサービス」「設計構築

サービス」「ハウジングサービス」そして2008

年10月から提供を開始した「共通IT基盤サー

ビス※5」の4つのサービスで構成され、環境と

クレジットの照会
登録・移転

取引所
仲介業者

クレジットの照会
登録・移転

対価

A社

B社

企業内排出量管理システム

排出量
目標

超過

排出量

企業内排出量管理システム

余剰

排出量
排出量
目標

取引所
システム

排出量の購入

余剰排出量の売却

対価

国別登録簿
システム

温室効果ガス排出量取引支援システムの仕組み

事業活動にともなう環境負荷を低減するだけでなく、お客様の環境保護活動を支援する技術・サービスの開発、
ITの活用による社会の環境負荷低減に向けた情報発信・提案に取り組んでいます。

※1	 排出量取引

国や企業が温室効果ガス排出

削減目標の達成が困難な場合

に、目標を達成できる国・企業

から余剰排出量を買い取るこ

とができる仕組み。

※2	 国別登録簿システム

国や企業が、京都議定書で定

められた排出枠（クレジット）の

保有や移転を管理するための

登録簿システム。

※3	 目標達成確認システム

「排出量取引の国内統合市場の

試行的実施」において、参加者

が設定する排出目標達成状況

と、市場でやり取りされる排出

枠の管理を行うための仕組み。

※4	 カーボンオフセット

森 林 吸 収 源を守る植 林 やク

リーンエネルギーなどの事業

に投資することなどによって、

排出した分のCO2を相殺（オフ

セット）する仕組み。

Webで詳しく見る

●	目標達成確認システムの開発
●	オフセット・クレジット登録

簿システムの開発
●	EU各国の国別登録簿システ

ムのITLへの接続支援
●	環境ビジネスに関する情報

発信・調査活動

地球環境とNTTデータ

環境負荷低減のためのITソリューション
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ITの両面から新たな企業価値の創出を支援し

ます。

2008年度は、太陽光発電システムや省エ

ネ型空調システム「免震装置一体型アイル

キャッピング※6」を導入したほか、2009年1月

には省エネ型データセンタをめざした新た

な取り組みとして、「高電圧直流給電システ

ム」の実証実験を実施しました。また、2008年

7月の洞爺湖サミットにあわせて設置された

展示施設「グリーンITパビリオン」で本サービ

スを紹介し、認知度向上を図りました。

今後も、要素技術の継続的な検証によって

データセンタの省エネルギー化に関する技

術・ノウハウを蓄積していくとともに、Green 

Grid協議会※7のメンバーとして、グローバル

な視点でデータセンタの課題解決や有効な

指標策定などに参加していきます。

省資源・資源有効利用の支援
マテリアルフローコスト会計を適用した、
ものづくり改革支援サービス

NTTデータビジネスコンサルティング（現

クニエ）とNTTデータセキスイシステムズは、

2009年4月から環境対策とコスト削減に寄与

するコンサルティングサービス「MFCA※8もの

づくり改革支援サービス」を展開しており、主

に国内の製造業へ向けた提言・提案を行って

います。

このサービスは、「業務改革」と「ITシステム

の導入・定着化」をパッケージ化したもので、

導入企業に対し、ロスコスト（ムダ）や製造工

程ごとのCO2排出量の「見える化」、排出権取

引実施に向けた基盤の整備や専用ツールに

よるMFCA実行基盤の構築など、MFCA導入と

PDCAサイクルの構築を通じ、効率的な環境経

営の実現を支援します。
関連サイト：MFCAものづくり改革支援サービス
 http://www.nttd-bc.jp/product/mfca2.html

認証プリントソリューションで
オフィスの紙使用量の削減に貢献します。

NTTデータは、2009年5月、廉価でマルチベ

ンダに対応した認証プリントソリューション

｢【u:ma】（ウーマ）認証プリント｣の提供を開

始。これは、複数種類のICカードを読み取り可

能なカードリーダ「【u:ma】（ウーマ）-G」により、

本人が必要とする印刷物のみをプリントする

「認証プリント」を容易に実現するものです。

これにより、印刷ミスによる紙の無駄づかいを

防ぐことができ、平均約20％以上の紙使用量

削減に貢献します（NTTデータの既存顧客の

試行による数値、および公表された実績値な

どに基づく）。

【u:ma】対応認証BOXとICカードリーダ【u:ma】-G

当社都内データセンタ

太陽光発電システム

高電圧直流給電システム

仮想化技術

高効率ラック設計

高効率空調設計

G

直流電源
装置

IT機器

DC

バッテリ

AC DC CPU

「グリーンデータセンタ」を構成する主な取り組みと技術

※5 共通IT基盤サービス

従来、システムごとに個別に構

築されてきたIT基盤を、複数の

システムで共有することで、安定

した基盤を廉価かつ手軽に利

用できるサービス。

※6 アイルキャッピング

ラック列間の通路を壁や屋根

で区画し、IT装置への給気（低

温）とIT装置からの排気（高温）

を物理的に分離して効率的な

空調環境を実現する気流制

御技術。本製品には、（株）NTT

ファシリティーズの特許発明が

含まれています。

※7 Green Grid協議会

世界規模でデータセンタの省

電力・高効率化を推進する非

営利団体（本部：米国オレゴン

州）。NTTデータは、業界におけ

る標準仕様、ガイドライン、指標

などを策定するため、2007年12

月に同協議会に加盟しました。

※8 MFCA

Material Flow Cost Accounting

（マテリアルフローコスト会

計）の略。コスト削減と環境対

策の両立をめざした管理会計

手法の一つで、現在、経済産業

省が中心となって国内製造業

への普及を図っています。
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環境教育
業務・役割に応じた環境教育を
e-ラーニングで実施しています。

NTTデータグループは、社員一人ひとりが環

境保護活動やlSO14001規格に基づく環境マ

ネジメントの意義・目的を正しく理解し、環境

問題に対する意識を高めていくよう、さまざま

な環境教育を実施しています。

教育カリキュラムは、e-ラーニングを活用し

た「一般環境教育」「廃棄物処理担当者教育」

「環境管理者・推進者教育」のほか、各職場で

業務に応じた教育を実施しています。e-ラー

ニングは、lSO14001認証を取得していないグ

ループ会社も対象とし、社員の意識向上と活

動の充実を促しています。

環境啓発活動・情報発信
グリーンITに関する、グループ内の
情報共有・連携を強化しています。

NTTデータグループでは、社内各組織とグ

ループ会社が連携し、グリーンITに関する情報

共有や連携を進めています。

例えば、グリーンITに関する最新動向や、グ

ループ内の取り組み事例、ITソリューション導

入による環境負荷低減効果の定量評価事例な

どを共有しており、環境に配意したシステム開

発や営業活動につなげています。

お客様や社会にも、グリーンITに関する
情報を積極的に発信しています。

NTTデータは、お客様や社会全体の環境負

荷低減に貢献する「グリーンITソリューション」

を紹介する社外向けWebサイトを、2009年3月

に開設しました。

「持 続 可 能 な 社 会 の た め に  G r e e n  I T 

Orchestration」※1というキャッチフレーズを掲

げ、お客様や社会の皆様へ、グリーンITに関す

る当社の考えや取り組み、各種サービスなど、

さまざまな情報を発信しています。

環境貢献活動
地域社会の環境負荷の低減に向け
さまざまな活動を展開しています。

NTTデータグループは、地域の清掃活動や

里山・緑地の保全活動など、さまざまな地域

貢献活動を継続的に実施しています。

2008年度は、東京都、里山・緑地保全に取り

組むNPO、企業が協働で環境保全活動を推進

する「東京グリーンシップ・アクション」に初め

て参加し、社員とその家族がボランティアで下

草刈や間伐作業などを行いました。今後も活

動を継続し、社員の積極的な参加を促してい

く予定です。

グリーンITソリューション
http://www.nttdata.co.jp/green_it/

「東京グリーンシップ・アクション」での下草刈・間伐作業

2008年度の受講者数（受講率）

一般環境教育 22,964人（99.5%）

廃棄物処理担当者教育 423人（99.3%）

環境管理者・推進者教育 488人（99.8%）

※1「持続可能な社会のために 
Green IT Orchestration」

このキャッチフレーズには、

低炭素社会の構築に向けて、

組織個別の部分最適ではなく、

業界や社会の全体最適を指向

することで、トータルでの環境

負荷の低減をめざす、という

意味が込められています。

Webで詳しく見る

●	環境啓発活動の推進
●	2008年度の主な環境貢献

活動（グループ各社の活動
状況）

環境保護活動の輪を社会全体に広げていくために、グループ社員に対する教育や啓発活動のほか、
環境貢献活動、社会への情報発信など、さまざまな活動に取り組んでいます。

地球環境とNTTデータ

環境コミュニケーション
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コーポレート・ガバナンス体制
監査役会、経営会議を軸に
経営品質の向上に努めています。

NTTデータは、監査役会設置会社であり、

会社の機関として株主総会、取締役会および

監査役会を設置しています。そのほかに経営

会議を設置し、業務執行における意思決定の

迅速化に努めています。

取締役会は、社外取締役1名（親会社であ

るNTTの社員）を含む全取締役7名で構成

し、毎月1回（必要に応じて臨時開催）、法令

で定められた事項や経営に関する重要な

事項などの意思決定および監督をしていま

す。また、取締役会が重要な意思決定と執行

の監督を的確に実施するため、2005年度か

ら業務執行に専念する責任者として執行役

員を配置し、取締役から業務執行に関わる

権限を大幅に委譲し、意思決定の迅速化を

図っています。

監査役会は、社外監査役3名を含む4名で

構成し、原則毎月1回、監査の方針・計画・方

法、その他監査に関する重要な事項につい

ての意思決定を行っています。

経営会議は、社長、副社長、その他関連す

る重要な組織の長などで構成し、原則毎週1

回、事業運営に関する円滑かつ迅速な意思

決定および監督を行っています。

公正透明な事業活動を実施すべく
内部統制システムを構築・整備しています。

NTTデータは、内部監査機能の充実を図る

ため、業務執行部門から独立した立場で監査

を行う「監査部」を設置しています。2008年度

は、主に受発注契約の正当性や情報セキュリ

ティの観点で、社内6組織、グループ会社20社

に対する監査を実施しました。

また、2008年8月には、SOX法※2への対応

に関する推進組織として「グループ統制推進

室」を新たに設置するなど、NTTデータグルー

プ全体の内部統制推進に向けた体制・連携

の強化に取り組みました。

グループ各社に連携責任部門を定め
グループガバナンスを強化しています。

NTTデータは、事業計画や内部統制、コン

プライアンスといった重要事項について、グ

ループ各社との間で協議、報告、指示・要請な

どを行うことで、グループ全体で業務の適正

性を確保することを基本方針としています。

この方針のもと、グループ各社にNTTデータ

との連携責任部門を定めるなど、連携体制を

整備しています。

また、グループガバナンスの充実に向け

て、2008年3月には国内外のグループ各社が

遵守すべき事項と意思決定にあたっての指

針を明確にした「グループマネジメントルー

ル」を制定。2009年3月にはルールを一部改

正し、CSRや全社的な品質生産性向上などに

関する項目を追加しました。

内部
監査

取締役の選任・解任 監査役の選任・解任

監査

選定・監督

権限委任

会計監査

連携

選任・解任代表取締役社長

取締役会 
取締役7名（うち、社外取締役1名）

監査部

事業本部など 執行役員 執行役員 執行役員執行役員

監査役会
監査役4名（うち、社外監査役3名）

会計監査人

経営会議

株主総会

コーポレート・ガバナンス体制（2009年7月1日現在）

コーポレート・ガバナンスを「経営の透明性・効率性・合理性を確保するための仕組み・プロセス」と捉え、
内部統制システムの構築・整備、グループガバナンスの強化を推進しています。

※2	 SOX法

Sarbanes-Oxley法の略で、企

業の財務報告に関わる内部統

制を厳格化するために制定さ

れた米国の企業改革法。

コーポレート・ガバナンス
報告書
コーポレート・ガバナンスに
関する詳細情報は、当社Web
サイトに掲載している「コーポ
レート・ガバナンスに関する報
告書」を参照ください。

URL http://www.nttdata.co.jp/
corporate/ir/liberary/ga/

CSRを果たしていくための基盤

コーポレート・ガバナンス
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コンプライアンス推進体制
グループ倫理綱領の浸透などを中心に
法令遵守の強化に努めています。

NTTデータは、企業倫理の確立によって健

全な事業活動を行うことを基本方針とする企

業倫理の根本原則「NTTデータグループ倫理

綱領」（→P11）を1998年に策定しました。

2002年には、倫理綱領の浸透と徹底を図る

ために、「社員行動倫理委員会」を発足（2009

年3月「企業倫理委員会」に改称）。同委員会

は、リスク管理統括担当役員（CRO）を委員長、

主要なコーポレート部門長を委員として構成

され、「NTTデータグループ倫理綱領」のもと、

法令や企業倫理などを遵守する企業風土の

醸成や、社内体制・仕組みの整備などを推進・

指導しています。

さらに、企業倫理向上および法令遵守の強

化を目的に、同委員会の事務局を務める総務

部が中心となって、社内体制の強化や役員・

社員のコンプライアンス意識を醸成する啓

発・教育活動を実施しています。

なお、グループ各社においても同様の体

制整備を進めており、グループ一体となった

推進体制の構築をめざしています。

「ホイッスル・ライン」を通じて
問題の早期発見、是正を図っています。

法令や企業倫理などに逸脱する行為を早

期に発見し、リスクの発生を未然に防止する

ため、社員・協働者・お取引先などNTTデー

タグループで働く全ての方から相談・申告を

受ける内部通報制度「ホイッスル・ライン」を

2003年4月から設置・運用しています。

同制度の利用対象者全てに制度周知が行

き届くよう、恒常的に社内ホームページ上に

利用方法を掲載するとともに、全社員にパン

フレットを配付しています。

運用にあたっては、プライバシーの保護、

不利益取り扱いの禁止、守秘義務などの遵

守、逸脱行為に関する調査の実施、措置・処

分などについて「ホイッスル・ライン運用ルー

ル」に定めています。また、調査結果・是正内

容については、監査役や経営会議などに報告

し、健全な企業経営に活かしています。

さらに、社内ホームページ上に通報件数

と経年推移などを公開し、利用促進を図って

います。

コンプライアンス啓発・教育
社会の動向・課題なども踏まえ
継続的な啓発・教育を実施しています。

社員のコンプライアンス意識を醸成するた

め、NTTデータは、階層別研修※で企業倫理に

関する講義を行っているほか、各組織、各グ

ループ会社のビジネス特性に応じたコンプラ

イアンス関連研修を開催しています。

さらに2008年度は、ビジネスの現場におけ

る「契約リスク」への対応力や意識を高めるこ

とを目的に、営業のマネージャ層を対象とし

た「コンプライアンスに関する営業管理者向

け研修」を実施し、約300名が受講しました。ま

た、営業および開発担当者を対象とした研修

も実施し、計15回の開催で約1,900名が受講

しました。

コンプライアンスに関する営業管理者向け研修

法令や社会的規範を遵守し、ステークホルダーの皆様から信頼される企業グループであり続けるために、
社員のコンプライアンス意識の向上を促し、不正な行為を防ぐためのさまざまな活動を展開しています。

※	階層別研修

新入社員、2年目社員、5年目社

員、新任課長代理、新任課長、

新任部長という階層で研修を

実施。

CSRを果たしていくための基盤

コンプライアンス
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リスクマネジメント体制
各部門・グループ会社との連携によって
推進体制を強化しています。

NTTデータグループは、事業活動に関わる

あらゆるリスクを的確に把握し、リスクの発

生頻度や経営への影響を低減していくため、

2002年に全社的な視点でリスクマネジメン

トを統括・推進する「リスク管理統括担当役員

（CRO）」を置くとともに、リスク管理部門を設

置。また、各部門およびグループ会社に「リスク

マネジメント推進責任者」を設置し、主体的・

自主的に対応できる体制を整備しています。

リスクマネジメントの実施状況について

は、各主管部門長およびリスクマネジメント

推進責任者が継続的に監視・監督し、とくに

重要な事項については、各種社内委員会を

設置して運用しています。また、取締役会、経

営会議などを通じて経営幹部に報告すること

で、グループ一体となったリスクマネジメン

トを推進しています。

今後は、海外グループ会社も含めたグロー

バルなリスクマネジメント体制の整備を進め

ていきます。

重点リスク項目を定めて
さまざまな対策を講じています。

NTTデータは、主な重点リスク項目を定め

て、その目標の達成度・進捗を点検し、その結

果を各種施策に反映しています。2008年度

は、とくに新型インフルエンザの感染拡大防

止やBCPの策定などに注力しました。

取締役会

事業本部
推進責任者

コストセンタ／スタッフ組織
推進責任者

グループ会社
CRO・推進責任者

代表取締役社長（経営会議）

リスク管理統括担当役員
（CRO）

リスクマネジメント実施主体

特別対応
チーム

重大な事件・
事故発生時に発足

モニタリング

各種社内委員会 監査部
リスク管理部門

監査役会

リスクマネジメント体制

重点リスク項目 主な取り組み

「システム
プロジェクト」に
関わるリスク

システム
障害リスク

●予防：システム構築時の各種製品群や構築技術の社内展開、社内専門部門による技術支援、プロジェクト管理
の徹底などにより、システムの品質を向上

●障害発生後の対応：再発防止対策を立案し、社内へ周知徹底するとともに、システム構築作業や運用保全作業
の社内規定に反映　→詳細はP20（お客様とともに「災害・システム障害への対策」）で報告

システム
構築リスク

●プロジェクトマネージャ（PM）の責任のもと、プロジェクト計画策定・品質管理・進捗管理・コスト管理を実施。
工程ごとに適切な確認・意思決定を実施する体制を整備

●計画に対する原価増加・収入減少をリスクと捉え、想定されるリスクが高い案件については、本社および各事
業本部に設置された「PMO（Project Management Office）※」が第三者的な視点から審査し、リスク低減のた
めのアクションプランを策定・実行

「情報セキュリティ」に関わるリスク ●情報システムを提供する企業として、情報セキュリティおよび個人情報保護の安全性確保に注力
→詳細はP44（情報セキュリティ）で報告

「災害」に関わるリスク

●事業継続マネジメント（BCM）の推進
・新型インフルエンザなどの感染症流行に備え、感染予防・拡大抑止対策などを策定するとともに、社会的に

求められる機能維持のための重要業務の絞り込みと人員確保に関する業務継続計画を策定
・社会インフラの担い手として、首都直下地震を想定した大規模災害発生時におけるシステム・サービスの早

期復旧活動のあり方と、NTTデータグループ自らの事業継続能力の向上について整備

「リーガルマネジメント」に関わるリスク ●企業倫理向上および法令遵守の強化に向けて、総務部が中心となって、さまざまな対策を実施
→詳細はP42（コンプライアンス）で報告

主な重点リスク項目と取り組み

※ PMO（Project Management Office）：NTTデータは、全社一丸となって組織的にプロジェクトマネージャ（PM）をサポートするために、本社および各事業本部にプロジェクトマネ
ジメントオフィス（PMO）を置いています。PMOは、現場プロジェクトと協調しながら、プロセスの改善・安定化に取り組んでいます。

持続的な経営を営んでいくためにあらゆる事業リスクを的確に把握し、
常に最適な対策を講じることができるよう取り組みを進めています。

CSRを果たしていくための基盤

リスクマネジメント
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基本的な考え方
情報の「安全性確保」と「活用・共有」の
適正なバランスを追求しています。

企業経営から一般生活まで、社会のすみ

ずみまでITが浸透するにつれて情報セキュリ

ティリスクも増加し、それらへの対応が不可

欠となります。しかし、情報の安全性確保のみ

を重視すると情報の積極的な活用・共有が阻

害され、有益な情報やノウハウを企業の力と

して活用することに支障が生じます。

そこでNTTデータグループは、情報を扱う

プロという立場から、「情報の安全性確保」と

「情報の積極的活用・共有」に注力していま

す。この2つを両立させる情報セキュリティを

実現するため、ルール整備・教育・啓発など

の「論理的対策」と、情報漏えい対策ソリュー

ションなどの「技術的対策」の両軸から、さま

ざまな対策を実施しています。

また、グループ全体で知識・ノウハウを共

有するため、情報セキュリティ推進者フォー

ラムの開催や、セキュリティ事故対応演習の

実施などを通じて、グループ内のナレッジ流

通を促進し、グループ一体となった情報セ

キュリティガバナンス体制の確立に取り組ん

でいます。

グループ統一の
セキュリティポリシー
グループ共通の明確な方針のもと
各社で規程を制定・運用しています。

NTTデータは、統一的な行動基準のもと情

報資産を適切に取り扱うために、1998年12

月に「情報セキュリティポリシー」を制定しま

した。情報セキュリティポリシーは「基本方

針」とそれに準拠した「対策基準」で構成され

ています。これらを実行するための具体的手

順は「情報セキュリティポリシー関連ガイド

ライン」としてまとめ、情報セキュリティポリ

シーとともに全社員に配付しています。

さらに、グループ一体となった情報セキュ

リティ体制を構築するため、2008年4月にグ

ループ共通のルールをまとめた「NTTデータ

グループセキュリティポリシー（GSP）」を制

定。グループ各社が統一のルールに準拠した

情報管理を実施することで、グループ全体の

セキュリティレベル向上と安全な情報共有を

実現しています。

なお、個人情報の保護についても、2001年

7月に「個人情報保護方針」を制定し、2005年

4月の個人情報保護法の完全施行以降、必要

に応じて同方針および社内規程を改定して

います。

小冊子「情報セキュリティポリシー」

小冊子「情報セキュリティポリシー
関連ガイドライン」

GSPの啓発ポスター

代表取締役社長

監査部

○○事業本部、
スタッフ部門など

組織長
関連スタッフ

経営企画部門／技術開発部門／
情報システム部門／
総務・法務・知的財産部門／
育成部門 など

セキュリティ戦略担当役員（CISO）／個人情報保護管理者（責任者）

監査

報告

定期報告

監査
メンバー

情報セキュリティ
推進責任者

個人情報保護部門
管理者

情報セキュリティ
推進者

情報セキュリティ
委員会

情報セキュリティ運営組織／
個人情報保護推進組織（情報セキュリティ推進室）

情報セキュリティ管理体制

論理的対策

「安全性確保」と
「積極的活用・
共有」の両立

●情報セキュリティ
ポリシーの策定

●情報セキュリティ
教育・啓発活動
など

●情報漏えい対策
ソリューションの
導入

●シンクライアント
の導入
など

技術的対策

論理的対策と技術的対策

「情報の安全性確保」と「情報の積極的活用・共有」の両立により、
グループ全体で安全なナレッジ流通を促進するとともに、情報セキュリティガバナンスの確立に取り組んでいます。

CSRを果たしていくための基盤

情報セキュリティ
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情報セキュリティ
マネジメント体制
PDCAサイクルを軸とした
マネジメント体制を構築しています。

情報セキュリティの維持・向上のために

は、ポリシーや対策の「策定」「運用」「監査」

「見直し・評価」というPDCAサイクルで継続

的な改善・向上を図ることが必要です。

NTTデータでは、情報セキュリティ対策の

徹底と組織全体のセキュリティレベル向上

のため、1999年に「セキュリティ戦略担当役員

（CISO）」を設置。CISOを委員長とする「情報

セキュリティ委員会」を定期的に開催※1し、全

社の活動状況と課題を把握するとともに、必

要な施策を決定しています。

同委員会での決定事項は、推進組織である

「情報セキュリティ推進室」のもと、各職場に

配置された合計約400名の情報セキュリティ

推進者によって全社に展開されます。

さらに、情報セキュリティに関する各事業

部門の取り組み状況の監査を「監査部」が実

施するなど、意思決定機関・推進組織・各職

場・監査組織が連携することで、課題の早期

発見に努めるとともに、客観的な評価に基づ

く継続的な見直し・改善を図っています。

パートナー企業への業務委託時も
情報漏えい・流出の防止に努めています。

NTTデータは、ソフトウェア開発業務の一

部をパートナー企業に委託しています。機密

情報や個人情報を取り扱う業務を委託する

際には、独自の「セキュリティチェックシート」

を用いて、委託先のセキュリティ体制・水準

を確認。さらに、NTTデータが求めるセキュリ

ティ管理レベルやルールを提示し、「機密情

報及び個人情報に関する特約」に合意を得

たうえで、契約を交わしています。

また、発注後もセキュリティ対策の実施状

況などについて定期的に確認し、必要に応じ

て立ち入り検査を実施することで情報流出・

漏えいの防止に努めています。

情報セキュリティ教育
社員・パートナー企業を対象に
教育・啓発活動を展開しています。

NTTデータは、情報セキュリティを確実か

つ継続的に実践していくために、e-ラーニン

グや座学研修などを通じて、社員をはじめ、

ビジネスパートナーや協働者に対して、情報

セキュリティ教育を実施しています。

また、2008年度は、グループ会社へ「NTT

データグループセキュリティポリシー（GSP）」

の浸透を図るため、GSPに関する教育資料・

教育支援ツールの配布や「GSPアセスメン

ト※2」の提供を開始したほか、ハンドブック

や啓発ポスターを日・英・中の3カ国語で作

成・配布しました。今後は、担当者を集めた

フォーラムの開催などを通じて、グループ内

での情報セキュリティに関する知識・ノウハ

ウの共有を図っていきます。

情報セキュリティマネジメントの
認証取得を推進
ISMSやプライバシーマークなど
第三者評価・認証を取得しています。

NTTデータグループ各社では、必要に応じ

て、機密情報や個人情報を扱う組織単位で、

情報セキュリティマネジメントシステムの国

際規格ISMS（ISO27001）の認証を取得してい

ます。2009年5月現在、同認証を取得した組

織をもつグループ会社は、NTTデータを含め

30社に達しています。

また、NTTデータを含む25社で（財）日本情

報処理開発協会からのプライバシーマーク

使用許諾を受けています。

Webで詳しく見る

●	グループ一体となったマネ
ジメント体制の強化

●	情報セキュリティ強化月間の
設置

●	セキュリティ技術の活用
●	情報セキュリティ報告書の

発行

※1 「情報セキュリティ委員会」
開催数

2008年度は4回開催。1999年

からの累計開催数は43回とな

りました。

※2	 GSPアセスメント

GSPへの理解を深めるための

e-ラーニングを用いた教育シ

ステム。各グループ会社は、必

要に応じてこのシステムを活

用し、社員に対する情報セキュ

リティ教育を実施しています。
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NTTデータのCSRは、山下社長の掲げる“理益”を追求する経営

構想で、新たなステージに入ったように思います。収益性とCSR

をバランスさせた質の高い事業運営によって「単なる利益でな

く理（ことわり）のある利益を求める」という考え方は、本業にどう

CSRを組み込むかに集約されるCSRの基本的な課題を見事に解

決しているからです。

こうしたCSR理念に対する評価は、同社が今年度の「Global 

100 最も持続可能な世界の100社」に選定されたことや、英国

FTSE社のFTSE4Goodや米国ダウ・ジョーンズ社のDJSI Asia 

Pacificのような代表的なSRI株価指数の構成銘柄であることから

も十分に裏付けられます。

“理益”を具体化する事業戦略としては、2009年からの中期経

営で環境志向経営が重点施策化されており、データセンタのグ

リーン化、業務プロセスの効率化、テレワーク推進などの管理政

策や、環境ITソリューションの提供といった本業によって、世界

的な重要課題である気候変動対策への貢献が図られようとして

います。

しかし、“理益”の追求が具体的な成果をあげられるかどうかに

ついては、若干不安が残るのも事実です。これまでの実績を見る

限り、原単位ベースによる温室効果ガスの削減目標は2007年も

2008年も達成されておらず、目標設定の基礎となるべきCSR方

針は未だに策定中だからです。今後は、こうした不安が杞憂で終

わるように、適切な取り組みが行われることを期待します。

社会面で評価すべきは障がい者雇用です。特例子会社が設立

されて雇用率が着実に改善されており、今後の法定雇用率達成

に大きな期待を与えています。

開示面では、「2008年度の主な取り組み」に実績データが追加

され、マテリアルバランスが3年間の時系列データに変更される

など、定量的情報の提供に関して大幅な進化が見られました。し

かし、その一方で、報告書の頁数が昨年から約20％カットされた

ことにともなって環境負荷データ一覧表が全面的に削除され、報

告書の記述を検証する手段が失われています。今後はWebサイ

トでの開示を待つことになりますが、情報検索に複数メディアが

必要な状況が負担とならないように、Web設計に際して読者にや

さしい配慮を望みます。

「さまざまな社会課題に対応した未来のあるべき姿をつくる社

会システムを追求し、社会の変革をリードしていく」という“理益”

の実現をめざすとのトップの力強いメッセージに始まり、この1年

の活動や体制をわかりやすく伝える報告書に好感をもちます。

マネジメントシステムとは、「社としての方針」があり、「具体的

な取り組み・体制づくり」を進め、その「実績」がわかったあと、そ

の実績を「社としてどうとらえるか」を確認し、次の方針につなげ

ていくものです。後段の環境ページの「目標と実績」はこの点、他

社のお手本にもなる秀逸な報告になっています。

「主な取り組みと今後の計画」の一覧表も、このプロセスがわか

るように工夫し、「取り組みの実績を会社はどうとらえているか」

も伝えると、会社にとっても読み手にとっても役に立つでしょう。

IT企業にとっては、「ITのグリーン化」と「ITによるグリーン化」と

いう2つの課題に対し、いかに具体的な取り組みをしているかが

重要です。せっかくの特集・環境ページですから、その必要性を

説くだけではなく、実際の取り組みや進捗、現在の課題、今後の方

向性などを具体的に紹介するとなおよいでしょう。後段の「情報

システムの導入による環境負荷低減事例」はよい紹介です。「ITに

よるグリーン化」の効果をさらに見える化していってください。

社員が働きやすい職場づくりを進めていることもよく伝わって

きます。女性の雇用や登用については、データだけではなく会社

としての考え方も伝えてください。制度や取り組みの一つの成果

指標になるでしょう。

「ITによる社会のグリーン化」の柱の一つとなる在宅勤務制度

をまず自社で本格運用とのこと、在宅勤務者のモチベーションや

心理、双方にとって効果的なマネジメント方法などの知見や経験

が蓄積していくことでしょう。そのようなソフト面の報告も今後期

待しています。

コミュニケーションは「一方通行」→「双方向型」へ、そして、お

互いの持っている情報や意見を相手に伝えるだけではなく、コ

ミュニケーションすることによって、当初はどちら側にもなかった

新しい価値を共に創り出す「共創型」へと進化していくことによっ

て、社会との関係性を深め、社会の信頼を築くことができます。

NTTデータの環境コミュニケーションの今後の進化に大いに期

待しています。

有限会社イーズ 代表取締役
NGOジャパン・フォー・サステナビリティ共同代表

枝廣 淳子 氏

上智大学 経済学部 教授

上妻 義直 氏

第三者意見
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昨年のCSR報告書に対して第三者意見でいただいたご指摘や、当社グループの社員を対象としたア

ンケート結果を踏まえ、本報告書では“情報開示のよりいっそうの充実”に向けて、誌面とWebサイトの

活用をあわせた情報の充実と、「2008年度の主な取り組みと今後の計画」一覧を掲載し、取り組みの全

体像とその進捗をわかりやすくお伝えするように努めました。

また、本業を通じて社会の課題・要請に応えるという当社グループの使命と責任を読者の皆様にわ

かりやすくお伝えできるよう、当社グループとして重要と意識している「環境」「人」「社会」という3つの

テーマで当社の取り組みとめざす方向性などをご紹介するようにいたしました。

今回、上妻様からは“理益”の追求が具体的な成果につながる取り組みの推進、複数媒体での情報開

示による読み手への配慮について、また枝廣様からはマネジメントシステムの状況が読み手に伝わる

開示の工夫、環境コミュニケーションの今後の進化に期待とのご指摘をいただきました。

当社グループでは、今年度から始まった中期経営において「環境志向経営の推進」を掲げ、現在、取

り組み目標と施策の具体化を進めています。並行して、当社グループのCSR活動推進の拠り所となる

方針や重点項目の明確化を確実に進めて、体系的なサイクルを意識した活動を推進していきたいと

考えています。

CSR報告書をステークホルダーの皆様との重要なコミュニケーションツールの一つと位置づけてお

りますが、今回のご指摘を基に取り組みの開示方法についていっそう工夫を図るとともに、CSR活動の

さらなる推進・改善を図っていきたいと考えています。

※ 本報告書に掲載されているサービス名および商品名などは、NTTデータあるいは各社の登録商標または商標です。

第三者意見を受けて

「Global 100 最も持続可能な
世界の100社」に初選出
NTTデータは、Innovest社

（米国）とCorporateKnights
社（カナダ）が全世界の企
業約1,800社を対象に「環
境」「社会」「コーポレート・
ガバナンス」など財務要素
以外の面での企業価値を
評価する、「Global 100 最
も持続可能な世界の100
社」に選出されています。

ダウ・ジョーンズ社の「DJSI Asia Pacific」
の構成銘柄に採用
NT Tデータは、社会的責任投資の世界的
な株式指数「Dow Jones Sustainabil ity 
Indexes(DJSI)」のアジア・太平洋版である

「DJSI Asia Pacific」の構成銘柄として採用
されています。

FTSE社の「FTSE4Good Index」
に選出
NTTデータは、FTSE社が世界24カ国約2,400
社の上場企業のなかから環境・社会に関
する国際基準に達した企業銘柄を選定する

「FTSE4Good Index」に、2004年から5年連続
で選出されています。

第三者評価
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